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1．問題の所在
　1970年代以降，東アジア諸国は，海外からの直接投資を挺子に，輸出志向的工業化を実現し，
先進国市場へ輸出を増大させ，その輸出収益の増大が一層の工業化を推進し，さらに国内所得
水準の上昇と購買力の拡大によって，さらに工業化を進展させるという工業化のポジティブ・
スパイラルによって，持続的な高い経済成長を実現した。1970年代末には，「四龍」とも呼ばれ
たアジアNIEs（韓国・台湾・シンガポール・香港）がその良好な経済パフォーマンスにより世界的
な関心を集めるところとなったが，80年代末にはアセアン諸国（東南アジア諸国連合）が，さ
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らに90年代に入ると中国がその高い経済成長を実現し，こうした急速かつ持続的な経済成長は
「東アジアの奇跡」と高い評価を受け，21世紀は「アジアの世紀」という楽観的な予測も喧伝
されてきた（こうした東アジア経済の高度経済成長パターンはしばしば「雁行型」発展軌道と
呼ばれることが多い）。
　しかし，タイの通貨「バーツ」が1997年7月の変動相場制移行を契機に暴落し，それがイン
ドネシア「ルピア」，フィリピン「ペソ」，マレーシア「リンギ」の為替レートにも次々と波及
する中で，97年末までの半年間でこれらの通貨は対ドルで3割～5割下落し，株価も大きく下
落した。この通貨危機iは，同年11月にはOECD（経済協力開発機構）に加盟したばかりの韓国に
まで波及し，97年末までに韓国通貨「ウォン」は対ドルで半分にまで下落し，株価も暴落する
ところとなった。こうした通貨危機は，各国の不良債権を急増させ，深刻な金融危機を発生さ
せるところとなった。深刻な金融危機に陥ったタイ，インドネシア，韓国はIMF（国際通貨基
金）から緊急支援を受けたものの，1998年に東アジア各国は台湾，中国を除いて，深刻な経済
不況に直面するところとなった。その後，タイやインドネシアなどのように膨大な不良債権の
処理の遅れから金融システムの不安定性を未だに払拭しきれていないものの，概ね通貨・経済
危機を「克服」し，99年には東アジア各国の経済はいずれもプラス成長に転じるまでに回復し
　　　　（1）
てきている。こうした景気の回復をも背景として，その後，東アジア経済は，短期的には足踏
みを続けることはあっても，その優秀かつ豊富な労働力と高い貯蓄率に代表される良質な経済
基盤により，引き続き持続的な高成長を遂げるであろうとする見方が次第に有力になりつつあ
（2）
る。
　しかし，確かに東アジア経済はこうした回復過程に入ったとしても，大きな構造的転換を迫
られており，今後，通貨・経済危機以前とは質的に大きく変貌することが予想される。周知のよ
うに，IMFは，支援を求めたタイ・インドネシア・韓国の3ヶ国にその融資条件として増税と歳
出削減による財政赤字削減と高金利による金融引締めという緊縮的マクロ政策だけではなく，
アングロサクソン流の「市場原理主義」に基づくグローバル・スタンダード論に依拠した市場
（1）経済企画庁『世界経済白書（平成11年版）』大蔵省印刷局，平成11年，81頁から92頁を参照せ
　よ。しかし，その後，2000年後半以降，米国経済の減速感が強まるなかで再び東アジア経済は変
　調をきたしはじめており，安定性の回復までに至っていない。
②　東アジアが「世界の成長センター」として今後も高い成長を続けるという見方がいわば「常識」
　になっていた94年に，MITのポール・クルーグマン（Paul　Krugman）は「アジアの奇跡という
　幻想」（ttThe　Myth　of　Asia’s　Miracle”）と題する論文を発表し，東アジア諸国の経済成長が資
　本と労働という生産要素の投入増加に依拠したものであり，生産性の上昇を伴っていない以上，
　そうした成長は持続しないという同氏の主張は世界的注目を集めるところとなった。しかし，ま
　た今回の通貨・経済危機は手厚い規制の保護の下で効率性を欠如してきた金融システムに問題が
　あり，金融破綻処理が進み，市場の信任が回復することにより力強い成長が始まるという主張も
　行われている。経済企画庁調査局『アジア経済1998（平成10年版）』大蔵省印刷局，第2章および
　富士総合研究所国際調査部『アジア経済2000（現地取材版）』中央経済社，平成12年，第1章・2
　章に詳しい。
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開放・規制緩和を軸とした経済構造改革を要求することになった。この「IMF処方箋」の妥当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3｝性を巡っては，その後，賛否両論の多くの議論が行われてきたものの，現実にはこのIMF処方
箋に沿った構造改革がこうした「通貨危機国」を中心として推進されているのは間違いない。
「IMF処方箋」は，企業倒産の激増，失業者の急増といった大きな「痛み」を伴うことで大き
な政治的・社会的不安を引き起こし，インドネシアの場合にはスハルト体制崩壊の契機ともなっ
た。同時に「IMF処方箋」が要求することとなった構造改革は，外資比率規制の撤廃・国産化
率規制の撤廃や輸入規制の緩和等の一連の自由化・規制緩和措置によって，従来さまざまな規
制措置で保護されてきた国内産業を急速にグローバルな市場競争に晒すことになるのであり，
その結果，従来の産業構造は根本的に転換を迫られている。
　東アジアの自動車産業も，経済危機後の自由化・規制緩和措置によって，今後，ますますグ
ローバルな市場競争圧力に晒され，その影響を最も強く受け，業界内競争構造の大きな変化が
予想されるのであり，その存続・発展のための国際競争力の獲得が大きなスローガンとなってい
る。
　東アジア自動車産業は，各国政府の輸入代替工業化政策の下で，手厚い保護・育成政策に支え
られて海外からの資本と技術の積極的な導入によりスタートし，その後，各国の経済発展と歩
調を合わせ発展し，とくに80年代後半から90年代にかけて生産規模を拡大してきた。日本の自
動車メーカーは，1960年代から70年代にかけて現地国政府の自動車産業育成政策を受けて，挙
って東アジア各国の自動車市場を確保するために進出したが，現地政府が自動車産業について
「総合機械産業」としての性格から自国産業を育成する方針の下で厳しい外資規制を行ってい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）たことから，現地資本との合弁事業という形で進出せざるをえなかった。こうした業界「横並
び」の相次ぐ進出により，日本の自動車メーカーは家電・電子産業と並んで圧倒的に高いプレゼ
ンスを確保してきた。現在でも，日本の自動車メーカーのプレゼンスは，東アジアの多くの自
動車市場において突出しており，とりわけアセアン4（タイ・インドネシア・マレーシア・フィ
リピンの4ヶ国）全体では9割強もの販売シェアを握っており，まさに日本の自動車メーカー
の「独壇場」といえる地域となっている。しかし，こうした国々の自動車産業は，輸出競争力
を持たないため「現地販売志向」にならざるを得ない上に，その国内市場が狭阻な上に，小規
模メーカーが乱立し，しかも部品産業が未成熟という状況からKD（ノックダウン：現地組立
て）方式による小規模な生産に止まらざるを得なかった。その後，韓国等一部の国は80年代か
ら90年代にその生産台数の拡大に伴い本格的な自動車生産体制に移行することに成功したが，
アセアン諸国では最適量産規模を実現することはできなかった。そこで，90年代に入って，と
りわけアセアン諸国内での産業協力を推し進め，自動車部品の輸入関税率を引き下げ，部品の
（3）経済企画庁調査局，前掲書，68・69頁および小林英夫著『日本企業のアジア展開』日本経済評
　論社，2000年，6～8頁。
（4）またこの時期の日本の自動車メーカーの持つ限られた経営資源からすれば，こうしたノックダ
　ウン方式の合弁事業での進出は日本のメーカーの国際化戦略にも適合的であったように思われる。
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相互補完体制を実現することにより，一定の量産体制の実現を図る試みが進展してきた。後述
するように，88年の「アセアン自動車部品相互補完スキーム」（BBC：Brand　to　Brand　Com－
plementation）や「アセアン産業協力計画」（AICO：Asean　Industrial　Corporation）がこれ
である。こうした域内経済統合は，リージョナリゼーション（域内協力）の進展と見ることが
できる。これまで，東アジア各国政府は外国資本・技術の導入を図りつつも，現地の民族系自
動車メーカーを育て，これによって自国の経済発展を実現するために，完成車や部品に対する
関税・非関税輸入障壁や国産化規制により自動車産業を保護してきたのであり，アセアン域内に
おける部品の相互補完体制の構築も，各国の自前の「民族系」自動車メーカーを保護・育成す
るという観点の下での域内ネットワークの形成と捉えることができるであろう。
　しかし，とりわけ経済危機以降，東アジア各国はWTO（世界貿易機関）ルールに基づく貿易・
投資の自由化・市場開放を迫られており，東アジア自動車産業は，貿易・投資の自由化時代に
おいて，これまでに経験したことのないグローバルな競争に晒されることになるのであって，
このグローバルな競争において国際競争力を確保することが共通の戦略的課題となっている。
例えば，タイとインドネシアでは2000年1月までに部品国産化義務や国産化率によるインセン
ティブ制度を撤廃したし，さらにフィリピンを加えた3ヶ国は「共通効果特恵関税制度」
（CEPT：Common　Effective　Prefential　Tariff）の完全実施を前倒しすることを決定してお
り，自動車部品と完成車はCEPTの一時的除外品目から適用品目に移行し，こうしてアセアン地
域ではCEPTスケジュールが一部の国を除いて最終目標に移行するなど自由貿易地域構想の実
　　　　　　　（5）現が近づいている。こうした自由貿易地域の出現は，この地域内の組立てメーカーや部品メー
カー間の競争を一層激化させ，業界の再編をもたらすことになるであろうし，多国籍自動車メ
ーカーもその事業拠点の再編・集約を求められることになるであろう。さらに，とくにタイを
中心として，経済危機以降，これまでの合弁事業での出資比率を引き上げ，経営権を握った上
で，アセアン域内の部品供給ネットワークを活用しつつ，輸出戦略拠点として活用しようとす
る新たな動きも目立っている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　インドネシアの「国民車」（ティモール車）計画の挫折に象徴されるように，外国の資本と技
術の導入を図りながらあくまで国内民族資本主導の自動車メーカーを育成するという従来の方
（5）FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』2000年，「CEPTスケジュールに関する情報（本
　書4頁）の補足・追加」（2000年5月31日現在）を参照。但し，マレーシア政府はCEPTスケジュ
　ールによる完成車と自動車部品の関税引下げ実施の延期」を要求し，その導入を見送っており，
　CEPTスケジュールについても依然として不透明な部分を残している。
（6）インドネシアの「国民車」計画については，丸山恵也編『新版・アジアの自動車産業』1997年，
　亜紀書房の序章に詳しい。スハルト体制の下で，96年に進められようとした国民車「ティモール」
　（Timor）計画は，その後，インドネシア政府が98年IMFからの金融支援条件として国民車への
　恩典廃止に同意し，また日本政府の提訴によるWTO紛争パネルで協定違反が決定されたことか
　ら，事実上破綻した。詳しくはFOURIN『1999アジア自動車産業』1999年，94頁参照せよ。但
　し，「国民車」（韓国・起亜自動車の「セピア」）は，その後，現代グル・一一プに引き継がれ，2000年
　9月からインドネシアの新工場で生産が開始される（『日本経済新聞』2000年7月15日）。
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向は転換を迫られており，今後，ますます日・米・欧多国籍メーカー主導のグローバル戦略の中
で東アジア自動車生産拠点の整理・統合・再編が進むことが予想される。
　また，「経済危機」とほぼ同じ時期に，とりわけ日本と韓国の自動車産業において欧米メーカ
ー主導の大型M＆Aや資本提携による業界再編が起こっている。欧米メーカーは，「石油危機」
　　　　　　　　　〔7）後のアジアからの撤退という「失敗」の経験を踏まえ，単独でのアジア進出を諦め，こうした
日本と韓国メーカーの既存のアジア・ネットワークを活用したアジアへの本格進出を目指して
いると解することができる。こうした業界再編は，日本メーカー，韓国メーカー，欧米メーカ
ーという市場競争上の国別対抗関係を相対的に無意味化させつつある。つまり，確かに「三菱」
や「日産」，あるいは「三星」や「大宇」といった個別ブランドは残るとしても，こうした個別
企業の基本的な戦略は，欧米系多国籍自動車メーカーのグローバル戦略のなかに位置付けられ
るのであり，常に個別企業の企業戦略は，その提携先企業の戦略との整合性が求められるし，
その独自性・自主性は一定の制約を受けざるをえないものと思われる。例えば，「ルノー」ブラ
ンドと「日産」ブランドが市場で競合し続けるにしても，日産の基本戦略は，今後，ルノーの
グローバル戦略によってますます強く影響を受けることが予想される。
　さて，今回の通貨・経済危機によって，世界の多国籍自動車メーカーにとって市場としての
戦略的重要性を一段と高めることになったのは中国である。すでに欧州メーカーは80年代より
その市場の発展可能性に注目し進出を図ってきたが，なかでもドイツのフォルクス・ワーゲン・
グループ（VW・AUDI）は中国の乗用車市場では圧倒的なシェアを握っており，　VW・サンタ
ナ・ブランドで1997年，乗用車市場の49％という最大シェアを握っている。しかし，この中国
自動車産業においても，1990年代に入って市場の潜在的成長可能性から多くの世界の有力自動
車メーカーが挙って参入を図っており，競争が激化している。すでに，中国固有の「社会主義
的市場経済体制」の下での「国有企業」の経営非効率性，過剰生産能力・製品品質問題・技術
開発力等の多くの問題・課題が指摘されてきたが，2001年に予定されているWTO加盟実現によ
り輸入規制の緩和・市場開放が求められており，ここでもグローバリゼーションの進展のなか
で国際競争力の確保・強化が戦略的な課題となっている。
　以上において確認してきたように，1997・98年の通貨・経済危機以降，とりわけアングロ・サ
クソン流の「市場原理主義」が東アジアにも急速に浸透しており，これによって東アジア自動
車産業が構造的転換期を迎えているという問題認識に立って，本稿は，1990年代，とりわけ経
済危機以降に焦点を合わせ，現時点で確認できる変化の胎動を体系的に整理し，こうした変化
の意味を明らかにすることを課題としている。
　なお，本稿が東アジア自動車産業として対象とするのは，アジアNIEs（韓国・台湾・香港・シ
ンガポール），アセアン4（タイ・マレーシア・インドネシア・フィリピン）および中国の計，
9力国・地域である。
（7）フィリピンから，1982年VW，84年Ford，85年GMが撤退した。
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　以下では，最初に，とくに80年代から90年代における東アジア自動車産業の発展を概観する
とともに，この東アジア自動車市場での日本の自動車メーカーのプレゼンスを確認する。次に
日本と韓国の自動車メーカーを巻き込んだ業界再編と欧米自動車メーカーの対アジア戦略の新
しい展開を検討する。さらに経済危機以降，大きな変化が生じているアセアン自動車産業にお
いて生じている変化の動向，域内関税の引下げによる域内補完体制の構築やタイの自動車産業
の集中生産・輸出拠点化の動向を考察する。また，今後，急成長が予想されている中国乗用車
市場をめぐる近年の日・米・欧自動車メーカーの対中進出の動向を考察し，以上の検討を踏ま
え，アジア経済危機後の東アジア自動車産業の質的変化を浮かび上がらせることが本稿の目的
となる。
H．東アジア自動車産業の発展と構造的特徴
　東アジア経済は，1970年代以降経済危機まで，平均して8％台の持続的な高成長を遂げ，「世
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）界の成長センター」として大きな注目を集めるところとなった。このことは，世界のGDP合計
に占めるシェアが1970年には僅かに1．4％であったものが，97年には9．0％にまで増加している
ことにも現れている。しかし，「東アジア」という場合にも，各国それぞれは，文化，宗教，政
治体制が極めて多様であるばかりか，人口，GDP規模，一人あたりGDPでも極めて多様である
（表一1参照）。従って，確かにこの間の高度経済成長によって，各国とも国民所得は上昇し，
その結果，とりわけ80年代後半以降自動車生産・販売とも急増しているものの，例えば，韓国，
台湾，マレーシアの場合のように，すでに一定程度その都市部を中心として「新中間層」（技術
者・管理者等）が形成され，相当程度モータリゼーションの進展している国もあれば，インド
ネシア，フィリピン，中国に見られるように，未だモータリゼーションの進展していない国々
も存在している。シンガポールは渋滞とそれによる大気汚染防止の観点から，他国で類を見な
い保有自動車総量規制を行っており，また香港も自動車登録税が100％以上と高額なためにモー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）タリゼーションはその経済的実力よりも進んでいない。なおこの両国は，いずれも完成車組立
生産を行っておらず，全て完成車の輸入に依拠している。従って，産業としての自動車産業を
論ずる場合には，両国は考察の対象外となる。
　東アジア自動車産業は，総じて80年代後半から90年代の経済危機の直前まで，目覚しい生産
と販売の拡大を実現してきた。とりわけ，アセアン4と韓国・中国各国において生産台数で平
（8）東アジア9力国の平均GDP成長率は，1970年代＝8．2％，80年代も＝8．1％であった。これは米国
　の2．8％，2．9％やECの2．9％，2．5％あるいは日本の43％，4．1％という70年代・80年代の数値と比較し
　て極めて高いことがわかる。富士総合研究所国際調査部『アジア経済2000（現地取材版）』中央経
　済社，2000年6頁および丸山恵也編，前掲書，3頁参照。
（9）シンガポールの自動車購入費用は，最低価格帯に属するスズキの「スウィフト」すら7．5万Sドル
　（約500万円），トヨタのカローラ・クラスの「ソルーナ」でさえ，9．6万Sドル（約650万円）とな
　る。なお，シンガポール・香港が政策的に自動車の普及を制限しているのは，両国とも自動車生
　産拠点を持たず，輸入に頼らざるを得ないためであると思われる。
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表一1　主要東アジア諸国の経済指標と自動車産業（1998年）
? 人口
i万人）
名目GDP
i億ドル）
一人あたり
fDP（ドル）
実質GDP
ｬ長率（％）1〕
自動車保有
苣煤i千台）
自動車保有率21
i括弧内は乗用車）
販売台数
i千台）3）
組立て生産台数
@　　（千台）3）
韓国 4，643 3，208 6909一5．8（8．6） 10，4134） 4．3（5．9） 780 1，954
台湾 2，178 2，672 12，268 4．6（5．5） 5，420 4．1（4．9） 463（413） 405（350）
シンガポール 316 844 26，694 0．3（5．0） 5374〕 6．9（10．0） 38 ＿5〕
香港 669 1，630 24，454一5．1（1．5） 4694｝ 13．5（19．0） 42 ＿5）
タイ 6，147 1，113 1，811一10．4（4．0） 6，285 10．6（32．3）144（218） 158（327）
マレーシア 2，218 710 3，202 一7．5（4．2） 4，449 4．0（6．0） 164（289） 164（304）
インドネシア 20，442 942 461一13．2（0．1） 4，925 46．6（91，4） 58（94） 58（123）
フィリピン 7，515 652 868 一〇．6（3，0） 2290 42．4（122．8） 80（74） 45（65）
中国 124，810 9，590 772 7．8（7．1） 12，1914） 102．4（464．9） 1，603 1，628
日本 12，649383，19030，323一2．5（0．3） 70，815 1．8（2．6） 5，879 10，050（9β95）
1）弧内は99年の暫定見込み値，2）1997年末の自動車保有率（自動車一台あたりの人口）＝人口／保有台数，3）括弧内は1999年
実績，4）1997年度の数値，5）香港・シンガポールは自動車組立て生産活動を行っていない。
出所：富士総合研究所国際調査部著『アジア経済　2000』中央経済社，2000年，第3部「各国編」，Fourin『2000　アセア
　　ン・台湾自動車部品産業』　2000年および同『1999アジア自動車産業』世界自動車産業VoL9，No1，1999年，および
　　日刊自動車新聞社『自動車産業ハンドブック2000年版』より作成した。但し，中国についての自動車保有台数と自動
　　車保有率の数字はFourinデータと日刊工業新聞社データとの間に大きな違いがある。基本的にFourinのデータを用
　　い，補足的に日刊工業新聞社のデータを使用した。
均約2．5倍，販売台数で平均約2．3倍（但し，中国については90年との比較）と急成長を遂げる
ことになった（表一2および3を参照）。こうして，経済危機前年の96年には，アセアン4全体
で販売台数は144．3万台，生産台数は142．0万台，中国は販売台数145．9万台，生産台数147．5万
台，韓国では164．4万台の国内販売と281．3万台の国内生産台数を実現するまでになった。
　1997年から98年にかけて東アジア経済を襲った通貨・経済危機は，とりわけアセアン4および
韓国に深刻な影響を及ぼし，これらの「通貨危機国」の実質GDP成長率も，98年には韓国の一
5．8％，タイの一10．4％，インドネシアの一13．2％，マレーシアの一7．5％と大幅なマイナス成
長を記録し，深刻な景気後退に陥ることになった。
　こうした深刻な景気後退は各国の自動車産業に大きな影響を及ぼすところとなった。アセア
ン各国と韓国は，極度の販売不振に陥り，極めて大きな打撃を受けることになった。つまり，
タイでは96年の販売ピーク時の58．9万台から98年には4分の1の14．4万台へ，インドネシアに
至っては97年の販売ピーク時の38．7万台は，98年にはその15％弱の5．8万台にまで激減し，マレ
ーシアも98年にはピーク時（96年）のほぼ半減の16．4万台となった。また韓国でも96年の164．4
万台というピーク時の販売台数は98年には77．9万台とほぼ半減するまで減少ところとなった
（表一2および3を参照）。翌年の99年には総じて生産は増加に転じている（特に韓国の回復は
目覚しく，99年には通貨危機前の水準を越えている：表一3参照）ものの，90年代半ばに大幅
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表一2　東アジア自動車販売市場の発展動向
（単位：千台）
1989年1990年1991年1992年1993年1994年1995年1996年1997年1998年1999年
韓国 514 626 773 876 10371140114912391151 568 一
248 328 332 392 398 415 406 405 362 212 　763 954 1104126814361556155616441513 779 1270
台湾 372 355 354 410 404 435 419 368 369 359 314
126 128 138 158 153 141 128 97 104 108 99
498 483 491 568 557 575 547 465 463 467 413
香港 　 34 36 46 47 35 25 22 39 29 一
一 19 17 20 20 15 9 12 15 11 　
一 52 53 66 68 57 34 34 54 40 一
シンガポール 一 31 28 29 38 33 34 29 27 29 一
一 5 5 5 5 5 7 8 8 9 一
一 36 32 34 43 38 42 37 35 37 一
タイ 48 66 67 121 282 156 163 173 132 46 67
160 237 201 241 174 330 408 416 281 98 151
208 303 268 362 456 486 572 589 363 144 218
マレーシア 106 122 109 121 129 156 225 276 308 138 240
59 60 36 33 39 45 61 89 97 26 44
166 182 145 154 168 200 286 365 405 164 284
インドネシア 32 57 46 30 32 40 38 44 73 12 11
146 218 215 140 179 282 341 288 314 46 83
178 275 261 170 211 322 379 332 387 58 94
フィリピン 28 35 28 35 51 59 71 89 76 35 28
19 23 20 25 33 45 53 68 64 43 44
47 57 48 60 84 104 124 157 139 78 72
中国 　 77 188 164 299 277 448 387 474 508 一
一 485 618 916 117111751116107210931095 　
一 562 807 1080147013371442145915671603 一
日本 44045102486844544199421044444669449240934154
28532675265825052268231724212409223317721693
72567777752569596487652768657078672558795861
（参考）インド n．a． 175 172 165 200 233 330 390 432 402
n．a． 183 172 165 181 237 308 361 330 248
n．a． 357 345 330 381 469 639 750 761 650
上段：乗用車　中段：商用車　下段：自動車販売総台数
出所：FOURIN『1995・96アジア自動車産業」および同『2000アセアン・台湾自動車部品産業』より作成。
　　但し，補足的に『自動車産業ハンドブック（2000年版）』日刊自動車新聞社も参照。
に生産能力を拡大しつづけてきたこともあって，99年時点でも低い稼働率（アセアン4全体で
　　　　　　　　　　　　　（10）生産能力の34．9％の稼働率）に苦しんでいる。
　さて，以下では，経済危機後の変化をも念頭に置きながら，この東アジア自動車産業全体に
共通して確認できる構造的特徴を，1）東アジア自動車市場の多様性と日本メーカーのプレゼ
ンス，2）政府の手厚い保護・育成政策，3）ブランドの乱立と小規模組立てメーカー，4）CKD
生産と自動車部品産業の脆弱性という観点から検討する。
（10）FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』23－24頁。それによれば，アセアン4全体で
　236．9万台の生産能力に対して82．6万台の生産実績であった。
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表一3　東アジア主要国の自動車（組立て）生産台数
下段は乗用車
1989年1990年1991年1992年1993年1994年1995年1996年1997年1998年1999年
タイ 214 305 283 328 420 434 483 559 260 158 327
59 74 77 105 144 110 117 139 112 32 73
マレーシア 143 206 236 171 180 218 304 386 438 162 298
93 131 153 136 145 174 251 306 349 146 257
インドネシア 174 272 255 172 204 325 388 325 389 58 123
32 57 47 29 32 42 40 35 55 8 6
フィリピン 46 54 46 n．a． 81 100 125 157 139 78 72
36 34 26 n．a． 52 58 71 89 76 35 28
アセアン小計 577 837 820 671 884 1077130614201318 425 819
220 296 303 270 373 384 479 569 592 221 364
台湾 329 351 397 437 405 427 396 366 381 405 350
251 277 328 291 269 291 273 265 269 293 246
中国 587 509 709 1062129713531453147515801627 一
29 42 81 163 230 250 325 391 482 507 一
韓国 11291322149817302050231225262813281819542843
872 987 11581307159318062003226423081625 一
日本 130261348713245124991122810554101961034710975100509932
90529948976393768494780276117865849180568100
注）商用車・乗用車合計：単位千台但し、1992年のアセアン小計はフィリピンを除く。
出所：FOURIN『1995・96アジア自動車産業』69・92・214頁f1999アジア自動車産業』127頁および同『2000アセアン・台
　　湾自動車部品産業』46・65・96・112頁より作成。但し，1995年についてはアセアンのうちシンガポールのデータを削
　　除して作成。また日本と韓国および中国のデータは日刊自動車新聞社『自動車産業ハンドブック（2000年度版）も参
　　照。韓国と日本の1999年度データは『朝日新聞」2000年4月27日および同7月12日参照。
1）東アジア自動車市場の多様性と日本車メーカーのプレゼンス
　この東アジア各国の自動車市場は，各国の道路事情，国民性，税制，所得水準などにも規定
されて極めて多様な市場を構成している。例えば，タイのように1トンピックアップトラック
が新車市場の5割以上を占める国もあれば，マレーシアのように乗用車の比率が高く，しかも
政府に保護・育成されている国民車メーカーのプロトン（Proton）ペロドウア（Perodua）の販
売シェアが突出している国もあるし，インドネシアのようにトヨタのキジャン（Kijang）に代
表されるカテゴリ1と呼ばれる5トン以下の商用車（「アジア専用多目的車」（AUV））が7割強
（1999年）も占めている国もある。また前述したように，モータリゼーションの始まっている
国（韓国・台湾・マレーシア）もあれば，始まりつつある国（タイ）もいまだにモータリゼー
ションの開始されていない国（中国，インドネシア，フィリピン）など多様であり，またその
モータリゼーションの進展度と人口規模から，今後，大きな国内需要の伸びが期待できない国
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（台湾・マレーシア）もあれば，極めて大きな潜在的成長可能性を持つ国（中国・インドネシア）
もある。
　こうして，東アジア自動車市場は極めて多様な市場から構成されているのであるが，東アジ
ア，とくにアセアン・台湾市場において日本の自動車メーカーが強固な基盤を持ってきたという
点では共通している。表一4から明らかなように，1995年の日本車のシェアは，タイ（90％），
インドネシア（95％），マレーシア（92％），フィリピン（88％），そして台湾（58％：但し，98
年には73％）に達している。しかも，95年には24％と低いシェアであった中国でも，98年には
39％弱にまで高めていることが注目される。この東アジア自動車市場，特にアセアン市場と台
湾市場では，こうして日本車メーカーのプレゼンスは極めて高いのである。日本のほとんどの
完成車組立てメーカーはアセアン・台湾には合弁事業という形で1960年代より進出し，各国の
生産拠点でノックダウン方式による自動車組立て生産を行ってきた。日本のメーカーが出資し
ている生産会社数をアセアン4と台湾について見れば，1999年現在，タイ　（全自動車メーカー
数13社中の8社一なおホンダのように2社に出資している場合，2つと数えた），インドネシア
（15社中の10社），マレーシア（9社中の7社一なおトヨタ，日産，ダイハツの場合には間接出
資形態をとっている），フィリピン（17社中の11社）そして台湾（11社中8社）となる（提携メ
　　　　　　　（11）一カー数を省く）。これら5力国で，1999年現在，例えば，トヨタ・グループ（日野・ダイハツ
含む）が89万台，三菱自動車61万台，本田技研28万台，日産グループ（日産ディーゼルを含む）
表一4　東アジア自動車市場における日・米・欧・韓国車のポジション（1995年と1998年）
日本車 米国車 欧州車 韓国車 その他ブランド 合計
199519981995199819951998199519981995199819951998
タイ 515 130 11 6 35 6 11 2 一 一 572 144
インドネシア 366 50 5 3 12 2 2 3 一 一 384 58
マレーシア 264 157 7 2 15 5 一 一 一 　 286 164
フィリピン 112 69 一 1 1 2 13 8 1 一 127 80
アセアン4小計 1257406 23 12 63 15 26 13 一 一 1369446
台湾 315 338 141 88 72 28 　 1 15 13 542467
中国 341 623 26 9 220383 　 一 81758714031603
（参考）インド 227 357 一 7 ｝ 8 1 17 397261 626650
アジア7力国合計 21641724190 115355434 27 32 123086139413166
（単位：千台）
出所：FOURIN『1995・96アジア自動車産業』20頁および同『1999アジア自動車産業』4頁より作成。但し1995年については
　　アセアンのうちシンガポールのデータを削除して作成。
（ID　FOURIN『1999アジア自動車産業』（世界自動車産業Vol．9，No．1）1999年，74，95，117，135，225各
　頁の自動車生産・組立て会社の概要を参照した。
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36万台，いす〉“・スズキ・富士重工業が43万台，マツダ9万台といった大規模な生産能力を保持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）しているのであり，これらの国々生産能力全体の86％にも達している。
2）政府の手厚い保護育成策
　東アジア各国の政府は，自動車産業が「総合機械産業」としての性格をもち，一般に工業化
の「シンボル」でもあることから，自国の産業を保護・育成するという方針の下で海外からの資
本と技術の積極的導入を図りながら，自動車産業をさまざまな側面から支えてきた。
　その象徴をなすのが，マレーシアの「国民車」構想であった。1983年と1990年に始動したプ
ロトンとペロドウアの二つの国民車プロジェクトがこれである。両国民車とも生産開始から5
年間CKD部品の輸入関税率が免除されてきたほか（現在でも他の自動車メーカーよりも29％低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔13）い13％），物品税も半額免除の優遇措置を受けてきた。この国家プロジェクトである第一国民車
のプロトンには三菱自動車（三菱自動車と三菱商事との共同出資）が，第二国民車のペロドウ
アにはダイハツが積極的に協力し，前者はランサーやミラージュをべ一スに1300～2000cc．クラ
スの乗用車を85年から，後者はミラ・ゼブラをべ一スとした660cc．と850cc．の軽乗用車を94年
から生産開始し，またプロトンは，95年にはPSA・シトロエン（仏）とも提携して1100cc．クラ
スの小型車の生産を開始し，車種の多様化を図っている。98年の販売不振に直面して，両国民
車メーカーとも低価格車を相次いで投入し，また国民車を対象とした自動車ローン優遇措置に
も支援されてシェアを伸ばし，1998年には両国民車のシェアはマレーシア自動車販売市場全体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔14の81．6％にも達している（前年は65．7％）。また両国民車メーカーとも，輸出・部品調達面にお
いて協力関係を深め，事業の効率化・合理化を進めている。
　人口2200万人とマレーシアの国内市場規模が狭阻でもあるため，自動車生産の規模の経済を
獲得するためには海外市場の開拓が欠かせないと考えられており，とりわけプロトンは国民車
の輸出にも力を入れ，英国・トルコ・オーストリアなどにも輸出している（99年には輸出比率6．4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15｝％で1．95万台：97年のピーク時で2．8万台）。また，今後，CEPTが完全実施されるとアセアン
諸国からの完成車輸入が増えることが予想されており，競合モデルの多いプロトンは国際競争
力の強化が大きな課題となっている。すでにプロトンについては98年には一部車種で国産化率
約90％を実現しており，エンジン部品についても鋳造工場の完成により，日本の三菱からの調
（12）FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』，24頁を参照。
⑬　同上書，60頁参照。
（14）FOURIN『1999アジア自動車産業』，108頁を参照。
⑮　マレーシアの輸出台数と輸出比率は以下のようである。
1995年1996年1997年1998年1999年
輸出台数 225 225 280 272 195
輸出比率 7．2％ 5．6％ 6ユ％ 16．6％ 6．4％
単位：百台
出所：FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』，64頁を参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）達はシリンダーヘッドだけとなったとも言われている。特にプロトンは，研究開発能力の強化
を急いでおり，96年には英国のロータス（Lotus）グループを買収し，ロータスの開発力・技術
力の吸収・導入を図っている。
　こうした自動車産業の保護・育成策は，アセアン各国に共通して何らかの形で存在してきた
のであり，各国政府は完成車の輸入規制，部品の義務国産化率，優遇税制，外資比率規制など
の保護策を講じて自国の自動車・自動車部品産業を育成しようとしてきたのであった。
3）ブランドの乱立と小規模組立てメーカー
　東アジア各国の自動車産業に共通している点は，各国の自動車産業が政府に保護・育成されて
きたこともあって，本格的な競争原理に晒されていないため，韓国を除いて，未だに各市場で
非常に多くの小規模メーカーが乱立している状況にある。「1995年末時点で100万台以上の生産
能力を有する国は韓国と中国に限定され，一工場で単一車種10万台以上の生産を行っている企
業も韓国3メーカー，マレーシア，インド各1社と数えるほどに止まっており，近代的な自動
　　　　　　　　　　　　　（17）車生産はまだ始まったばかり」の状況にある。
　表一5が示しているように，アセアン4と台湾の5ヶ国で，1999年，116．9万台の自動車生産
を65社が行っているのであり，確かに10万台以上の生産能力を有するメーカー数は14社存在す
るが，実際に10万台以上の自動車を生産しているメーカーはこの99年には1社，17．2万台を生
産したマレーシアのプロトンのみであった。例えば，トヨタは，タイのTMT（Toyota　Motor
Thailand）で24万台とアセアン最大の生産能力を持っているが，経済危機による需要減退によ
り，7．5万台の生産実績しかなかった。また台湾でも，最大の生産実績を誇るのは，三菱自動車
が提携・出資している中華汽車（組立て能力：12万台）であるが，99年には9．9万台の自動車を
生産している。インドネシアで最大の生産能力を誇るのは，トヨタが合弁事業で参加している
トヨタ・アストラ・モーター（Toyota－Astra　Motor）の13万台であるが，99年の組立て台数は
2．7万台であった。またフィリピンでは，99年最大の生産能力を有するのは三菱自動車・フィリ
ピン（Mitsubishi　Motors　Philippines）の6．3万台でしかなく，また生産実績も1．5万台に止ま
　　　（18）
っている。
　こうした状況は，中国の自動車産業についても当てはまるのであって，完成車メーカーは1995
年に122社も存在していた。しかし94年の新しい「自動車工業産業政策」およびその政策実現を
（16）FOURIN『1999アジア自動車産業』，128頁。しかし，例えば，1997年マレーシアの自動車部品
　貿易をみると，同年46．7万のCKDセット（52．7億RM）を輸入していたが，これは同年の自動車部
　品輸出額（2．6億RM）の金額べ一スで20倍もの規模に相当する（FOURIN『2000アセアン・台湾
　自動車部品産業』，57頁およびFOURIN『1999アジア自動車産業』，114頁を参照）。このことは，
　マレーシアの自動車部品生産技術の脆弱性を示している。
（17）FOURIN『1995・1996アジア自動車産業』世界自動車産業　Vol．6，No．3，1996年，4頁。
（18）FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』，41・44・45頁，62・65頁，77・79頁，94・95
　頁，112・113頁を参照した。
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表一5　アセアン・台湾の自動車メーカーの生産能力（1999年）
生産実績（千台） 自動車メーカー数
iうち日系企業数）1）
10万台以上の生産
¥力有する企業数
iうち日系企業数）D
10万台以上の生産
ﾀを持つ企業2）
タイ 327 13　（8） 5　（5） 0　（2）
マレーシア 304 9　（7） 2　（2） 1　（1）
インドネシア 123 15　（10） 2　（2） 0
フィリピン 65 173）（11） 0 0
台湾 350 11　（8） 5　（4） 0　（1）
計 1169 65　（44） 14　（13） 1　（4）
1）提携企業を含む。
2）カッコ内は1997年の数字。
3）内2社は認可のみ生産実績なし。
出所：FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』，44・45頁，62頁，77頁，113頁を参照しながら作成した。
目指して95年に策定された「第9次五ヵ年計画」で打ち出された自動車完成車メーカーのグル
ープ化によりスケール・メリットを追求し，大規模企業集団を形成する方針【＝「択大放小」（大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ag）手重視・小規模企業の民営化）政策】の下で集約化が進められ，1998年107社となっている。し
かし，すでに市場集中は事実上進んでおり，表一6に示されているように，20万台を越える第
一汽車・上海汽車を筆頭に上位10社の企業グループで約80％の自動車生産が行われており，今
後さらに一層の集約化が進むことが予想されている。表一7が示すように，乗用車では，すで
に97年7社で99．6％のシェアを占め，中型トラックでも上位2社で95．4％に達している。しか
し，乗用車でも「サンタナ」（Santana）で23万台を生産し，国内乗用車生産台数の5割に近い
シェアを占める上海汽車や，商用車で20万台強の規模を実現している第一汽車以外にいずれも
自動車生産の規模の経済を実現しているとは到底言いがたい。
4）CKD生産と自動車部品産業の脆弱性
　東アジアの自動車産業は，前述したように多くの国では政府の完成車輸入の禁止，国内民族
資本主導によるCKD（Complete　Knock　Down）方式の義務付けという政府の産業保護・育成政
策によって発展してきた。同時に自動車部品の義務国産化率を設定し，自動車部品産業を育て
ようとしてきた。しかし，各国の自動車市場は，その国内市場規模も小さく，生産台数も少な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）いため，量産性も高度な技術力も要求される部品加工工程を持たず，ノックダウン（KD）方式
の自動車組立て生産にならざるを得なかった。
（19）すでに，中国では80年代後半に「三大・三小・二微」といった乗用車育成国家重点プロジョク
　トを打ち立てたことで知られているが，その基盤となる政策的裏づけは「希薄」であったと言わ
　れており，95年の「自動車産業政策」が自動車産業の近代化を目指す「初めての体系的自動車産業
　育成策」として評価されている。FOURIN『1999アジア自動車産業』，193頁およびFOURIN『1999
　中国自動車産業』，8頁。
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表一6　中国自動車産業の自動車企業グループ
（160）
単位（千台）
主要自動車
驪ﾆグループ 海外との主要合弁事業 乗用車 商用車
上海汽車 上海VW・上海GM 230 2
第一汽車 一汽VW・GM金杯 69 219
東風汽車 神龍汽車・万通汽車・東風ホンダ　鄭州日産 30 152
天津汽車 ダイハツのシャレード・ライセンス供与・天津豊田エンジン合弁・天津トヨタ 95 63
北京汽車 北京ジープ・北京旅行車 　 100
北方工業 重慶長安鈴木 35 94
航空工業 スズキ・富士重工の技術供与・西安・ボルボバス 2 132
広州汽車 広州ホンダ 2 6
躍進（南京）汽車 Iveco・Fiat・の商用車合弁事業・日産技術供与 ｝ 73
重型汽車 Cumminsと合弁事業・Mann（独）・Tatra（チェコ）技術供与一 10
1997年中国自動車産業自動車生産台数　　　　　　　　　　　　　　　　1580482 1098
注）生産台数は1997年現在であり，農業用車両・エンジン生産は含まない。
出所：FOURIN『1999中国自動車産業』1999年，第3章を参考に作成した。
表一7　車種別の中国上位メーカー合計シェア（1993年～1997年）
1993年 1994年 1995年 1996年 1997年
乗用車（7社） 97．7％ 96．0％ 96．4％ 98．7％ 99．6％
軽型バス（6社） 50．5 54．8 63．5 73．4 77．4
大型バス（5社） 一 76．1 85．0 91．9 85．7
中型トラック（2社） 97．0 93．3 93．8 954 95．4
出所：FOURIN『1999アジア自動車産業』，193頁。
　KD生産の場合には，プレス工程，部品の加工工程が一般にないため，また組立作業自体もさ
ほど複雑にはならないために，「加工技術，組立技術，検査技術，マテハン技術」もさほど高度
なものは要求されないのであって，そのため生産設備の要求水準もかなり低いことになる。こ
れまで，とりわけ，アセアン諸国の日系企業の自動車生産の設備水準は「1世代近く遅れてい
　　　　　　　　⑳る」と言われてきた。
　こうした事情は，日系企業側の基本戦略に規定される側面がある。日本の自動車メーカーは，
⑳　KD組立て方式は車両構成部品を輸入し，自国で組み立て販売する方式であり，次の2つの方式
　がある。SKD（Semi　Knock　Down）の場合にはボルト・ナット類で組付け可能な程度に分解さ
　れた状態での輸入であるが，CKDの場合には部品単位で完全分解された形態で輸入し，自国で溶
　接・塗装・礒装を行う方式であり，現在ではCKD方式の段階に到達している。
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当初，現地国政府の自動車産業育成政策を受けて，各国の自動車市場を確保するために進出し
たが，現地政府が厳しい外資規制を行っていたことから，現地資本優位の合弁事業という形で
進出せざるをえなかったのであり，グローバル市場との接合性も低かったことから，「現地市場
志向戦略」を基本としてきた。グローバル市場志向戦略をとる場合には，コスト・品質の観点か
らグローバルな競争優位性を獲得しうる経営資源の移転を通じてコスト，品質を実現すること
　　　　　㈱が求められるが，少なくとも97・98年のアジア経済危機以前には，各国政府の規制と未成熟な部
品産業という状況下ではこうした戦略を採用する自動車メーカーは殆どなかった。こうした事
情は，後述されるように，経済危機以降，タイを中心に大きく変わってくる。
　東アジア自動車産業の本格的な発展にとって大きな鍵となるのが，自動車メーカー自体の開
発力と技術力を強化することは当然であるにしても，さらに一層重要性が認識されているのは，
約2万点から3万点にものぼる部品を組み立てる完成車メーカーを支える「裾野産業」となる
自国の部品産業の育成・強化をいかに図れるかであると一般に言われている。東アジア各国政
府も義務国産化率・関税率・外貨獲得規制等を通じて，部品産業の育成を図ってきた。
　例えば，すでに1990年代半ばに40万台の生産規模を持っていた台湾でさえも，完成車に対す
る自動車部品の国産化規制（「自製率規定」）が設定されており，小型乗用車で50％，商用車で
31～37％であったし，また「部品買戻し制度」として日本からのKD部品の輸入に対してはその
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）部品輸入額の一定比率の部品の輸出を義務付けていたのである。さらに東アジアでは日本に次
いで最も自動車産業の発展している韓国においてでさえも，表一8が示すように，自動車部品
貿易を見れば，大幅な対日赤字を依然として記録しており，とりわけ，エンジン用部品および
周辺部品・車体部品の赤字額は大きく，97年段階でも対日部品輸入額（約927億円）は，対日部
（21）岡本康雄編『日系企業　in　東アジア』有斐閣，1998年，127頁。但し，加茂氏によれば，タイ
　とフィリピンのCKD方式を比較して，フィリピンと異なり，「タイでは原材料の鋼材や鋼板を日本
　から輸入しているものの，鋳造，プレス工程については国産化が進んできている」ことを確認し
　ている。丸山恵也編，前掲書，78頁。従って，1990年代に入って，アセアン地域でもCKD方式で
　も生産設備水準に大きな格差が生じてきているといえるのかもしれない。
（22）岡本氏を中心とする東アジアにおける日系企業の実態調査によれば，グローバル市場志向型戦
　略の場合には，100％所有もしくは多数所有形態をとり，本社主導のコントロールが見られ（「日
　本側出資比率が高まるほど，グローバル市場志向戦略が採用される傾向が強」く，また「自立化
　度は……低い」）（岡本康雄，前掲書，28頁・32頁），優れた経営資源の移転を進め，高い競争優位
　性を獲得してことが報告されている。しかし，同時に，日本の自動車メーカーは，こうした「現
　地市場志向戦略」の下でCKD部品の日本からの輸出によって，十分利益を上げていたのであり，
　また各国の国内保護政策の下で日系メーカーは「高い」市場価格を実現し，利益を上げていたの
　であった。Cf．　Lecler　Yveline　and　Simon　Jean－Christophe，　Post－crisis　Asean　economies：
　Some　New　Industrial　Prospects，　In／mpanese　Fo吻9ηDirect　Investment　and　Structural
　Change　in　the　East　Asian　Iη磁s認αJ　System：Global　Restructuring　for　the　21st　C6窺麗η，　The
　19th　Annual　HOSEI　University　International　Conference，2000，　p．15．
（23）FOURIN『1999アジア自動車産業』，19頁。1999年現在，東アジア各国の自動車産業・部品産業
　の政策については同書の17～19頁に詳しい。
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　　　　　　表一8　韓国と日本の品目別自動車部品輸出入額（1990年，1995～97年）
口日本の対韓国輸入　　　　　　　　　　　　（100万円）　　□日本の対韓国輸出
’90年 ’95年 ’96年 97年
担体付き触媒 0 7 0 0
タイヤ・ゴム部品 2，872 2，491 2，521 2，087
摩擦材 128 118 36 7
ガラス 47 11 38 79
ばね 0 0 0 1
卑金属部品 247 416 349 384
エンジン 1 12 14 10
エンジン用部品 1，893 1，392 895 922
エンジン周辺部品 474 321 310 703
エアコン 1 158 34 43
電装品 3，222 3，346 4，942 6，210
カーオーディオ 1，145 2，013 1，792 1，403
シヤシ・車体 1 5 23 13
車体部品 3，216 4，572 5β41 6，649
計器関係 13 103 56 33
自動車用シート 3 52 11 19
自動車部品合計 13，26015，01816，36118，563
（162）
（100万円）
’90年 ’95年 ’96年 ’97年
担体付き触媒 2，039 2，829 2，707 6，022
タイヤ・ゴム部品 421 132 418 1，002
摩擦材 406 107 63 24
ガラス 47 11 38 79
ばね 1，500 1，218 1，237 1，042
卑金属部品 159 163 181 79
エンジン 5，879 1，105 1，154 1，065
エンジン用部品 14，15614，00912，67313β71
エンジン周辺部品 15，38815，58317，04213β24
エアコン 5，782 1，740 910 1，421
電装品 5，191 3，234 3，739 3，645
カーオーディオ 3，694 12092，121 1，542
シヤシ・車体 146 2，455 434 100
車体部品 47，95459，25760，13848，563
計器関係 596 722 667 585
自動車用シート 20 106 398 248
自動車部品合計 103，495104，494104，17992，683
出所：FOURIN『1999アジア自動車産業』191頁。
品輸出額（約186億円）の約5倍に上る水準であり，ここに韓国自動車部品産業の生産技術水準
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔2如の相対的な立ち遅れと韓国自動車産業の大きな課題も現れている。
　すでに東アジアの各国政府ともWTOへの加盟による貿易自由化を目前に控えて，自国の自
動車部品産業の育成が大きな課題と認識し，国際競争力の強化のための方途を模索してきた。
アセアン諸国の場合には，域内産業補完による特定部品の集中生産による規模の経済を達成し，
それによって国際競争力の強化を目指す動きが，後述されるようなBBCやAICOスキームであ
った。また中国政府も，2010年までに自動車産業を国民経済の基幹（支柱）産業として育成す
ることを目指し，1994年に発表した「自動車工業産業政策」で「乗用車の重要部品」・「基礎部
品（鋳造品・鍛造品）」を「重点育成部品」として初めて設定するとともに，外資の有効利用（そ
のため，部品メーカーに対する出資比率規制解除）を明確に打ち出すとともに，その際，最先
　　　　　　　　　　　（25）端の技術水準を求めている。また，上海汽車の第2乗用車（「ビュイック」）合弁プロジェクト
でGMが競合したFordよりも高く評価されたのも，　GMの進出に合わせて盛り込まれた世界最
大の部品メーカーであるデルファイ（Delphi）とのセットでの上海進出計画が高く評価されたた
めと言われている（デルファイは90年代半ば以降，中国進出を急速に進めており，94年から98
　　　　　　　　　　　　　㈱年までに15拠点を展開している）。しかし，裏返してみれば，未だに部品産業の開発力・技術力
（2φ但し，韓国自動車部品輸出そのものは，1990年代に急増しており，97年には11．2億ドルと91年の
　5．2億ドルの約2．2倍に増加している。FOURIN『1999アジア自動車産業』191頁を参照せよ。韓国
　の自動車産業の発展動向については，丸山恵也編，前掲書，第2章「技術移転と韓国自動車企業」
　に詳しい。
（25）FOURIN『1999中国自動車産業』，9－10頁。
（26）FOURIN『1999アジア自動車産業』，55頁。
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は低く，その国際競争力の強化は依然として大きな課題となっていることに変わりはない。
　しかし，例えば，上海VWの「サンタナ」の国産化率の推移を見ると，生産開始直後の1986年
には約4％に止まっていた国産化率は，その後90年代に入って急上昇し，90年に60．1％，94年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳には85．8％，97年には92．9％にまで達している。ほぼ十年でほとんどの部品の現地調達が可能
となったものと言えるのに対して，すでにずっと以前に進出しているアセアン諸国の日系自動
車メーカーの場合，「アジア専用車」（トヨタの「ソルーナ」・本田の「シティ」など）ですら7
　　　　　　　（28）割に止まっている。つまり，3割の部品は未だにアセアン域外，主として日本からの輸入に依
存しているのである。確かに，「サンタナ」の場合には，85年にサンタナの生産を開始して以
降，約300社からなるサンタナ部品協力会（「上海市支援上海大衆建設領導小組」）を上海市政府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲が組織し，部品の国産化に全力を注いだ成果でもあったにせよ，こうした相違の原因の一つと
して，技術供与を行っている本国親会社の日本のメーカーとドイツのメーカーの技術移転戦略
の相違にあるように思われる。とりわけ，VWの場合には，東アジアにおける主たる生産拠点は
82年のフィリピンからの撤退以降，中国にしかなく，この中国市場の持つ戦略的重要性は日本
メーカー以上に決定的に大きい（VWグループの日本を含むアジアの販売構成比で75％が中国
　　　　〔30）
市場である）。このことも，VWの積極的な技術移転の背景にあるように思われる。
皿．日本と韓国の自動車業界再編と欧米自動車メーカーの対アジア戦略
　1998年のダイムラー・ベンツ（Daimler　Benz）とクライスラー（Chrysler）の国境を越えた
大型合併以降，世界の自動車業界で大型合併が相次いで誕生している。90年代初頭約20社あっ
た主要メーカーは6グループに再編成された。表一9が示すように，1999年世界42力国の自動
車販売に占める，この6つの巨大自動車メーカーの販売シェアは約8割（78．1％）にも達する
ところとなった。
　こうした世界的規模での自動車業界再編のなかでアジア経済危機以降，中心を占めることに
なったのは，特に日本と韓国の自動車メーカーであった。もとより，こうした再編の背景とし
て，特に日本では，しばしば環境規制，特に膨大な開発費を必要とする燃料電池車の開発費負
　　　　　　　　　　　　　　　　（31）担の問題があると言われることが多い。また，とくに日本のメーカーが得意とする「小型車」
技術，エンジン技術・無段変速技術を吸収できることは，欧米メーカーにとって魅力的であっ
たことも確かであると思われる。しかし，同時に欧米の自動車メーカーにとって，これまでア
ジア市場は未開拓の市場であり，今後，アジア経済危機を乗り越えて拡大することが予想され
るアジア市場に対する進出拠点を確保し，日・韓自動車メーカーがこれまでに獲得し得たアジ
（27）FOURIN『1999中国自動車産業』，97頁。
（28）丸山恵也・佐護轡・小林英夫編著『アジア経済圏と国際分業の発展』ミネルヴァ書房，1999年，
　191頁。
（29）FOURIN『1999中国自動車産業』，97頁。
（30）FOURIN『1999中国自動車産業』，97頁。
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表一9　世界42力国主要自動車メーカー別自動車販売シェア（1999年）
????
4位
5位
6位
7位
8位
9位
10位
11位
米GM・グループ（GM16．7％，フィアット4．7％，富士重工業1．1％）
米フォード・グループ（フォード13．8％，マツダ1．8％）
ダイムラー・クライスラー・グループ
（ダイムラー・クライスラー8．8％，三菱自動車2．6％）
トヨタ自動車・グループ
独フォルクス・ワーゲン（VW）グループ
仏ルノー・グループ（ルノー45％，日産自動車4．6％）
仏プジョー・グループ
本田技研
韓国・現代自動車・グループ
スズキ
独BMW・グループ
22．5％
15．6％
11．4％
10．1％
9．4％
9．1％
4．7％
4．6％
3．5％
2．6％
2．2％
注）GMは2001年1月にスズキへの出資比率を20％に引上げることを予定しており，それ以降スズキの販売台数はGMグル
　ープとしてカウントされることになる。
出所：『朝日新聞』2000年5月12日
ア・ネットワークを一気に手中にしうることも大きな狙いであったように思われる。ダイムラ
一・ Nライスラーは，アジア・太平洋地区での売上高を現在の約3％を将来的に約25％にまで拡
　　　　　　　　　　　（32）
大する戦略を立てているし，GMも98年アジア・太平洋地区での現在の4．1％のシェア（44．3万
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（鋤台）を2005年までに10％に高めることを目標として掲げている。またフォードも現在のアジア
市場でのシェア，5．2％（マツダを含む）を今後10％に拡大することを目指している。こうした
各社のアジアでの極めて意欲的な成長戦略の実現の要となるのが，資本提携・買収によって獲
得した日本と韓国の自動車メーカーの生産拠点の活用およびそのアジアでの生産・販売拠点ネ
ットワークの活用であり，今後，こうした日・韓自動車メーカーのアジア・ネットワークを活
用する欧米メーカーの動きはますます顕在化してくることが予想される。
⑳　環境技術への対応に伴う研究費の膨大化と規模の拡大によるコスト削減が，巨大M＆Aの背景
　にあると見なされることが多い。例えば，ダイムラー・クライスラーは合併による部品の共通化
　と購買の一本化により，99年に年間14億ドル，その3～5年後には年30億ドルのコスト削減が可
　能となったし，また年間79億ドルの研究開発費を確保できることになったとも言われている。日
　本の自動車産業も，新しい環境技術への対応から売上高に対する研究開発費は年々上昇しており，
　97年には4．2％と全産業平均の2．9％と比較し高い水準となっている。日本貿易振興会『2000年版
　ジェトロ投資白書一世界と日本の海外直接投資』2000年，22－23頁。しかし，本稿は，こうした側
　面を認めながらも日・韓両国の自動車メーカーに対する欧米企業の資本参加には対アジア戦略が
　あると考えている。
（32）　『日本経済新聞』2000年3月28日。そのためにダイムラーは三菱自動車と共同して世界戦略車
　「Z・カー」を計画しており，アジアでもタイの三菱自動車の生産拠点と韓国の現代自動車の活用
　を計画している（世界で70・80万台の生産を予定，最初に欧州の三菱のオランダ生産拠点，ネッ
　ド・カー（Ned　Car）で生産開始）。『日本経済新聞』2000年6月28日。
（33）　『日本経済新聞』1999年8月5日（夕刊）および8月6日。そのため，GMはアジア向け小型車
　の開発・生産拠点としてスズキを活用し，スズキと共同開発するアジア・カー（「YGM」）の生産
　拠点としてスズキの国内主力の「湖西工場」を活用する計画が進められている。『日本経済新聞』
　1999年8月7日および2000年6月22日夕刊。
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　図一1と図一2は，アジア経済危機前後以降の日本と韓国における自動車業界の再編の動き
を示している。
　日本の自動車業界は，90年代初頭まで基本的に「11社体制」と呼ばれてきた。また資本・業
務提携を結んでいても緩やかな連携を中心としていた。しかし，90年代半ば以降，国境を越え
た新しい業界再編の波が押し寄せている。96年，フォードはマツダへ出資比率（33．4％）を引
き上げ（この結果，日本メーカー初の外国人社長が誕生，その後全て社長はフォード出身者で
占められている），またGMは98年いす〉”’への出資比率を49％に引き上げ，さらにスズキに対し
ても増資（出資比率：約10％，さらに20％への出資引き上げを決定）し，99年12月には富士重
工業に対して20％の出資を行い，資本・業務提携の動きを強化した。また長期の業績不振に喘い
でいた日産にはフランスのルノーが資本参加し，2000年6月にはルノー出身者が社長を努め，
また2000年3月には三菱自動車がその乗用車事業でダイムラー・クライスラーと資本提携を発
表した。この結果，ここに純国産メーカーは，トヨタ・グループ3社（トヨタは日野とダイハ
ツの実質子会社化によるグループの結束力強化を図っている）と本田を残すのみで，国内生産
台数の約6割を生産する7社が「外資系」となった。1980年代に「世界最高」の国際競争力を
持つと高く評価されてきた日本の自動車メーカーが，ここにきて欧米メーカーのグローバル戦
略に組み込まれることになるとは10年前には誰もが予想できなかった事態であるように思われ
る。こうした事態の背景には，やはり「バブル崩壊」に伴う長期の深刻な国内不況により，91
年以降，国内自動車販売が長く低迷していることが挙げられる。90年のピーク時の777．7万台の
販売台数は99年には586．1万台と約192万台（約25％減）も減少している。生産台数もこの期間，
1348．7万台から989．5万台（約27％減）に減少している。こうした市場と生産規模の縮小と市場
競争の激化を背景として，各社間の競争力の差が明確化し，その競争優位性の差は販売シェア
の差になって次第に顕在化してきた。例えば，日産の場合，1990年の国内販売台数140万台は99
　　　　　　　　　　　　　　　〔34年には77万台へとほぼ半減している。
　一方，90年代，特に90年代後半以降，欧州・米国の自動車市場は，ともに持続的な景気の拡大
により自動車市場が順調に拡大しており，欧米メーカーは，この好調な販売により生まれた潤
沢なキャッシュ・フローを，国境を越えたM＆Aに積極的に投入し，自社のグローバル化戦略の
展開を急いでいる。現在，欧州・米国の好景気を背景として「絶好調」とも言える欧州・米国
自動車市場もいずれ景気の後退により販売の落込みが予想されており，資金的に余裕のある今
のうちに，特にアジア経済危機以降低迷している株式市場により積極的なM＆Aを仕掛ける絶
好のタイミングと判断したことが，こうした欧米メーカー主導の矢継ぎ早の資本提携となった
ように思われる。
　日本の株式市場は「バブル崩壊」後，景気回復が遅れ株式市場は長い間低迷していたが，1997・
（34）日刊工業新聞社，前掲書，302から307頁および日本自動車工業会『2000　日本の自動車工業』
　（平成12年版）61頁を合わせ参照した。
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図一1　日本の自動車産業の再編
51．2％（98年9月）
　　　　　　ダイハツ
　　　　　　日野
33．4％（2000年3月〉
本田技研工業
35，8％の出資（99年3月）
　33．4％（96年出資比率引き上げ＞
49．0％（98年出資比率引き上げ）
区Zヨ←一一一一一GM（米）
富士重工業
ルノー商用車部門
三菱自動車
乗用車部門
ダイムラー・クライスラー（独）
　　　　商用車部門
出所：『朝日新聞』2000年3月23日・28日・29日
　　　『日本経済新聞』1999年12月2日
　　　　　　2000年3月3日・23日・28日，4月26日，9月15日
ボルボへ15％の出資
図一2　韓国自動車メーカー再編の流れ
旧5大メーカー
大字
　　　　　98．1貿収
双龍
現代
　　　　　99．3買収
起亜・亜細亜
　　　　　　　　　　　GM・フィアット連合
　　　　　買収の優先交渉権→交渉決裂（2000年9月）
　大宇　　　　　フオード
　　　　　　　　　　　ダイムラー・現代連合
（2000年11月法定管理申請）
　（98年末の出資比率5，98％）
　　　　　　　　　　　　三菱グループ
　　　　10％の出資（約4億ドル）
現代　　　　　　ダイムラー・クライスラー
　　　50％　　　　　　　　　50％
商用車部門
　　　　　　　　　　　　ルノー・サムソン　　　　ルノー
　　　99．6法定管理申請　　　　　　70．1％の出資（約5億6千万ドル）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日産
　　　　　　　　　　　　　技術供与
出所　『日本経済新聞』3月7日／4月28日・7月12日／9月16日および『朝日新聞』3月11日・7月12日を参照して作成。
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8年には金融システムの動揺により一層株価は落ち込むところとなった。この絶妙なタイミン
グで欧米メーカーは相次ぐ資本提携に乗り出していることは注目されねばならない。例えば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）ダイムラー・クライスラーは，三菱自動車の株を一株405円で34％，総額2024億円で購入したと
言われている（取締役会メンバー11人中4人の派遣一うち一人は代表権を持つ副社長で最高執
行責任者（COO））が，三菱自動車の株価は94年には最高値が1010円，最安値でも796円であっ
た（バブル期の88年12月の最高値は1440円であった）。またルノーは99年に日産の株式を1株約
440円弱で総額6430億円で36．8％所有することになったが，96年の日産の株価の最高値は1020
　　　　　　　　　　　　　（36｝円，最安値でも810円であった。
　一方，韓国の自動車産業はこれまで「財閥」主導の完成車メーカーを中心として発展してき
たことで知られているが，銀行借り入れに過度に依存した事業の積極的な拡大経営は，アジア
経済危機に直撃されて事実上「破綻」し，現在大規模な「ビッグ・ディール」（事業交換）と呼
　　　　　　　　　　　　　　（37｝ばれる構造改革が進行している。この再編過程で，財閥系完成車メーカーは，90年代初頭の5
社体制が3社に集約されることになったが，さらにアジア経済危機による財閥経営の「破綻」
により，いずれも外資の強い影響の下に置かれるところとなった。現在，大宇自動車（その後，
2000年10月日本の「会社更生法」に相当する「法定管理」を申請）の買収交渉は進行中のもの
であって，いずれも最終決着にはもう少し時間を必要としているものの，しかし，韓国自動車
メーカー3社がいずれも資本提携・買収を通じて外資の世界戦略に組み込まれるか，あるいは
（35）株式の3分の1の所有は定款の変更など重要事項に対する拒否権を握るという意味で大きな意
　味がある。当初，450円で34％の出資比率（10年間は変更不可能）とされていたが，2000年夏の「リ
　コール隠し」に伴う経営の動揺により，ダイムラー側は出資比率の拡大及び最高執行責任者
　（COO）の派遣等を要求するところとなった。その後の交渉により，出資比率は当初のままとさ
　れたが，1株あたりの買収価格は405円に引き下げられ，また3年後には三菱の同意を得ることな
　く，その出資比率を高めることができること，そして当初派遣される予定であった3名の取締役
　の数を1名増員し（従って11名のうちダイムラー側は4名），この取締役が最高執行責任者（COO）
　に就任することが決まった（『日本経済新聞』2000年9月9日）。今後，三菱の乗用車事業は基本
　的にダイムラーの世界戦略に大きな影響を受けざるを得ないことになるように思われる。
㈲　ルノーの株式買取価格についてはルノーの持株数14億6425万株で割って算出した。計算によれ
　ば440円弱となる。日産と三菱の株価は日本経済新聞社『日経会社四季報2000－III夏号臨時増刊』
　2000年，815・816頁参照。なお80年代後半のバブル時の三菱自動車の株価は最高値が1440円（88．
　12），最安値が620円（90，10）であったし，日産自動車の場合には最高値が1700円（88．12）に達して
　いた。
（37）この点について，詳しくは，勝部伸夫「アジア経済危機と韓国財閥の支配構造」アジア経営学
　会『アジア経営研究』第6号，2000年6月および崔　潤鋳「IMF体制化における韓国企業行動の
　変化」アジア経営学会『アジア経営研究』前掲書に詳しい。韓国等の「通貨危機国」に共通して
　いる点は，積極的に外資を呼び込むために，通貨危機後，外資規制緩和を緩和している点であり，
　そのため「98年以降欧米企業によるM＆Aが高水準で推移している」（日本貿易振興会『2000年版
　ジェトロ投資白書』前掲書，40頁）と言われている。韓国でも，98年12月には「外国直接投資を
　原則制限しない」とする外国人投資促進法を制定している。その結果もあって，韓国に対するク
　ロス・ボーダーM＆Aは98年41億ドルと前年比で32．1％増加となっており，また直接投資流入額に
　占めるM＆Aの割合も75％に達している（日本貿易振興会，前掲書，41－42頁参照）。
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大きな影響を受けることは明確になってきたように思われる。なかでも注目すべきは，国内で
は系列内の起亜自動車と合わせ，乗用車で約7割・商用車で約9割のシェアを持つ韓国最大の
自動車メーカーである現代自動車へのダイムラー・クライスラーの資本参加（10％：三菱グル
ープの出資比率は5．98％）である。ダイムラー・クライスラーは，これにより乗用車生産・販
売での協力関係を築き，とくに現代がこれまで力を入れてきた海外事業であるインド（12万台
の生産能力を持つ100％出資のHyundai　Motor　India）と中国・無錫の生産拠点（現代の21．4％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱の出資Wuhan　Grand　Motor）を活用することができる。しかし，ダイムラーにとってより重
要な意味を持つのは，現代とダイムラーの中・大型商用車合弁事業（50％出資を予定）であり，
これにより95年4月に稼動したばかりの最新鋭のトラック・バスの「全州」工場（10万台）を活
用し，アジアでの商用車事業拠点を確保できることにあるのであって，この点で三菱自動車の
商用輻業がボルボ・トラ。クと提携した・とを襯する役割媒た早．，レノー1、よる理の買
収でも，その生産台数の半分はアジアへの輸出を狙いとしており，ルノーはこれにより日産と
三星の生産・販売拠点を一気に獲i得し，積極的なアジア戦略を推進することができることになっ
（40）
た。
　こうした完成車組立メーカーの動きとともに，日・韓両国の部品サプライヤーの大規模な再
編もアジア経済危機以降目立っている。とりわけ，興味深い点は，一方で韓国の部品企業に対
しては，韓国最大の部品企業の万都機械を擁する漢學財閥の経営破綻により，万都機械を巡っ
て欧米系部品メーカーからの投資が拡大しているだけではなく，日本の部品メーカーの韓国部
品サプライヤーへの積極的関与も見られることである。例えば，日本精工のように合弁会社
（NSK　Korea）を完全子会社する動き，技術供与先への資本参加や合弁会社への出資率引上
げのケース（ユニシア・ジ。。クスやカ・・ソニ。ク）が見られる点であ9．しかし，同時に，表
一10に示されているように，日本では日産系を中心として従来の「系列の崩壊」が起こってお
り，旧来の日産系の部品サプライヤーは外資の「標的」になっている。
　この結果，欧米メーカーは日本と韓国の自動車メーカーのアジア生産拠点（日本と韓国を含
む）を有効活用しつつ，今後の成長が確実視されているアジアの自動車市場でのプレゼンスを一
層高めていくことになるであろう。
（38）FOURIN『1999アジア自動車産業』，186頁。
（39）その後，現代財閥の資金繰りが悪化，現代自動車（起亜自動車等をも含む）が現代グループか
　ら切り離される構造改革が発表された（『日本経済新聞』2000年6月23日・6月27日・8月15
　日）。
㈲　　『日本経済新聞』2000年4月28日および6月14日。ルノーは5．6億ドルの買収金額で三星自動車
　を入手し，新設合弁会社の70ユ％の株式を所有，トップはルノーが派遣。これによりルノーは韓国
　内にある24万台の生産能力を手にすることができた。しかも「買収金額のうち1億ドルを現金で
　支払い，残りについては2013年までに経営状況を見ながら支払う」という，ルノーにとって極め
　て有利な条件で買収しえたと考えられる。さらにこの三星の釜山工場は日産の主力生産拠点・九
　州苅田工場に地理的に近く，今後，両拠点の相互有効活用が模索されるであろう。
（41）FOURIN『1999アジア自動車産業』，190頁。
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　　　表一10　日本の部品サプライヤーへの欧米系部品サプライヤーの資本参加・買収の動き
1999年4月
6月
7月
9月
12月
2000年4月
　　　7月
ロバート・ボッシュ（独）によるゼクセル（現　ボッシュ・オートモーティブ・システム
ズ）の子会社化（出資比率50．04％に引き上げ）
ボッシュにより自動車機器（現　ボッシュ・ブレーキ・システム）に資本参加（出資比率＝
10．2％）
デルファイ（米国）による曙ブレーキ工業に資本参加（出資比率＝5．85％）
フォードの部品部門のビステオンによるマツダ系電子部品メーカー・ナルデックを買収
オートリブ（スウェーデン）によるハンドル・メーカーの泉自動車（現　オートリブ・イ
ズミ）を事実上買収
ヴァレオ（仏）によるランプ大手の市光工業に資本参加（20．67％）
ジョンソン・コントロールズ（JCI）によるシートメーカーである池田物産をTOB
デルファイ（米国）によるカルソニックカンセイの経営権取得（出資比率＝33．4％）
出所：『日本経済新聞』2000年7月9日，7月14日を参考に作成。
IV．アジア経済危機とアセアン自動車産業
　1990年代に入って，ASEAN自由貿易地域（AFTA）（93年），アジア・太平洋経済協力会議
（APEC）の「ボゴール宣言」（94年），世界貿易機関（WTO）の発足（95年）等の一連の流れ
は，このアセアン地域において世界とリンクした自由貿易体制，従って貿易と投資の自由化の
下での経済発展を目指す方向性を示すものであった。しかし，同時に，工業化の未発達なこの地
域で自国の産業を保護・育成するという課題も依然として最重要課題であった。こうした，自国
産業の自立的発展と投資と貿易の自由化との両立を図るという，半ば相矛盾した課題に直面す
る中で，何よりも自由化時代に耐えうる国際競争力を持つ産業を育成することは戦略的な課題
とされた。こうした課題に，一方で，アセアン地域内の貿易・投資の促進によりこの地域の活
性化を図り，その産業の国際競争力を強化しつつ，世界経済のグローバル化に対応しようとす
る方向性が1990年代以降明確に打ち出されてきたものと思われる。こうしたアセアンの取り組
みは域内のリージョナル化（地域協力）を拡大・深化させることによって，アセアン経済地域
を，アジア・太平洋経済，さらには世界経済にリンクさせ，そのグローバル化を図ろうとする
ものであり，この点でリージョナル化とグローバル化の相即的発展と同時深化においてこの地
域の経済発展を促進していこうとするものであった。
　こうした動きのハイライトが，1992年に決定されたアセアン域内の自由貿易協定（AFTA）
であり，アセアン加盟国が，1993年1月より2003年までにアセアン・コンテント40％以上の製
品に対して各国間の輸入関税率を0～5％に引き下げることを目指す「共通効果特恵関税制度」
（Common　Effective　Preferential　Tariff）（通称「CEPTスキーム」）が調印された。加盟各国
は，96年以降，毎年一時的CEPT適用除外品目を見直し，CEPT適用品目に移行させてきた。1999
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年末現在，一時的適用除外品目は残り20％で，その大半は完成車と自動車部品となっている。
こうした域内自由貿易体制の構築は何よりも域外からの資本と技術の導入を図りながらも
ASEAN共通市場の創設により域内の貿易を促進し，これによって域内インサイダー企業の生
産規模の拡大と生産の効率化を図り，国際競争力の強化を図ろうとするアセアンの戦略である
と思われる。なお，アセアン加盟国は，その後，ベトナム等が参加し，1999年末までにタイ，
インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，ブルネイ，ベトナム，ラオス，ミャ
ンマー，カンボジアの10力国となっている。
1）BBCスキームからAlCOスキームへの転換と域内産業の補完協力体制
　アセアン自動車産業は，高関税と完成車や部品に対する直接・間接の輸入禁止措置，国産化率
の設定や外資規制といった政府の保護・育成により支えられ，発展をしてきたのであるが，貿
易・投資の自由化の流れにおいては，各国政府は一刻も早く国際競争力を持つ自動車産業を育
成する必要に迫られるところとなった。とはいえ，すでに確認しているように，アセアン各国
の自動車市場の規模は未だ小さく，国際競争力を持ちうるコスト・品質を実現するには各国個
別の政策的努力には限界があった。すでに早くから，アセアンには「ASEAN自動車補完計画」
構想（1980年発表）があり，この構想によれば，アセアン加盟国が相互に協力して自動車部品
の相互補完を行うことにより部品レベルの量産規模を実現し，輸出を拡大させながら国際競争
力の獲得を目指していた。この構想は外国資本・技術に依拠することなく，アセアン独自の自動
車産業の発展を図ろうとするものであったが，加盟国間の利害対立によりその後，実現される
　　　　　　（42）
ことはなかった。
　しかし，その後，アセアン各国は，海外の，特に日本からの投資と技術移転を積極的に促進
しながら，自国の自動車産業の発展を図る方向に転換してきた。そのために構想されてきたの
が，1988年のASEAN閣僚会議において「アセアン自動車部品相互補完スキーム」（Brand　to
Brand　Complementation　Scheme）（通称「BBCスキーム」）というASEAN域内関税優遇制度
であった。このBBCスキームは，表一11に示すように，　ASEAN域内の部品の相互供給を行う
際に輸入関税の50％減免とその域内輸入部品の国産化率への算入を柱としていた。このBBCス
キームは，アセアン域内に複数の完成車組立拠点を持つ企業が特定の自動車部品を域内の特定
の国で集中生産し，この部品を他の域内完成車組立拠点に供給することによって，マクロ・レベ
ルでは貿易の拡大，個別メーカーレベルでは重複投資の回避と集中生産によるコスト削減を目
　　　　　　　（43）指すものであった。
　こうした日系メーカー各社は，1980年代末以降90年代にかけて，アセアン各国の生産拠点へ
の特定部品の生産集中によって規模の経済性・習熟効果を実現し，これによりコスト削減と品
質の向上を目指すことになった。そしてこのBBCスキームを活用して，こうしてアセアン各国
（42）丸山恵也・佐護轡・小林英夫編著，前掲書，184頁。
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表一11BBC，　AlCO，　CEPTスキームの概要と比較
スキーム名 BBC AICO CEPT
正式名称
ASEAN　Brand
狽潤@Brand
bomplementation
rcheme
ASEAN　Industrial
b operation　Scheme
ASEAN　Free　Trade
`greement　Common
dffective　Preferential
sraariff　Scheme
特典
輸入関税 既存の輸入関税の50％減免 0～5％ 2003年以降0～5％
国産化率加算 輸入国において国産化品目ﾆしての取扱い
輸入国において国産化品目
ﾆしての取扱い
各国の国産化義務制度は撤p
非輸入関税特典 なし あり 非関税特典制度の撤廃
条　件
ASEAN域内コンテント率50％ 40％ 40％
現地資本の参加 条件なし 現地資本が30％出資してい驫驪ﾆ 条件なし
対　象
自動車メーカー（ブランド
Iーナー）による部品相互
沂汲ｪ対象
全製造業種が対象（自動車
Y業分野では，完成車，部
i，半製品，材料全てが対
ﾛとなる。）
全製品が対象（自動車，部
i品目は1993年のAFTA
ｭ効時期にはCEPTスキー
?ﾌ対象外となっている。）
開始時期 1988年10月 1996年 1993年
注）ただし，各国によってその国への貢献度から判断してこの条件を免除される場合もある。
出所：FOURIN『1995／1996アジア自動車産業』11頁。
の自社の生産拠点で集中生産された部品の相互補完を行うことによって完成車を組み立てるこ
とになった。こうして，アセアン地域内で，日系企業を中心として，企業内部品相互補完ネッ
トワークが次第に形成されるところとなった。
　その後，1996年には，BBCスキームの対象枠を広げるとともに，　ASEAN自由貿易協定の共
通効果特恵関税制度で目指されているASEAN域内の全工業製品を0～5％にするという
「ASEAN産業協力スキーム」（ASEAN　Industrial　Corporation）（通称「AICOスキーム」）が
発効した。AICOスキームは，複数の当事国の合意の下で，現地資本が30％以上，　ASEAN域内
で生産した部品の国産化率が40％以上，かつ「AICO企業」としての認定を当該国政府より与え
られた製造企業が，関税率（0～5％）の減免を受け，輸入した製品を国産化率に算定するこ
とが可能となり，また当該国政府が決める非関税優遇制度の適用が受けられるという制度であ
った（表一11参照）。このAICOスキームの特徴は，　BBCスキームのように自動車部品に限定さ
㈲　BBCスキームの対象は，タイ・マレーシア・インドネシア・フィリピンのアセアン主要4ヶ国
　内の同一企業・同一ブランド内自動車部品取引であり，BBCスキームの認可を受けていたのは三
　菱自動車，トヨタ，日産等の日系自動車メーカーが中心であった。BBCスキームおよびそれに基
　づく日本の自動車メーカーの「企業内国際分業体制」については，丸山恵也・佐護轡・小林英夫
　編著，前掲書，188頁以下，丸山恵也編，前掲書，第2章，第3節，FOURIN『1995／1996アジア
　自動車産業』12～15頁に詳しい。
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れないこと，また自動車メーカーに限定されないことであった。自動車メーカーは，このAICO
スキームの活用により，部品の構成品，半製品，素材の補完を行えるようになることが最大の
メリットとされる。従って，域内に複数の拠点を持つ完成車・自動車部品メーカーは，これま
で以上に多様な補完ネットワークを構想・展開することができるだけではなく，複数の拠点を持
たない部品メーカーでも競争力のある製品さえあれば，他国のパートナーとの協力によりアセ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲アン域内市場を開拓することができることになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲　その後，97年のアジア経済危機への対応もあって，1998年12月のアセアン首脳会議において，
域内外からの投資を促進するために投資の自由化の時期を2010年から2003年に前倒しすること
を決定したほか，CEPTスキームの完全実施の時期についても2004年1月から2003年1月に前
倒しすることを決定した。しかし，2000年5月のアセアン経済閣僚会議において，マレーシア
が完全実施の時期の延期を要請したと言われており，その完全実施については未だ不透明な部
分を残している。しかし，FOURINの情報（5月末）によれば，タイ・インドネシア・フィリ
ピンの3ヶ国は2002年1月の完全実施を目指しており，またタイは最大輸入関税率20％の正式
手続きを終えており，インドネシア・フィリピンも2000年内に正式手続きをする予定であるとの
　　　　㈲ことである。こうした自由化の動きは通貨危機国ほど進んでおり，ここにもアジア経済危機以
降「通貨危機国」に対して加えられた自由化・規制緩和圧力の大きさを確認することができる。
　従って，当面は，日・米・欧自動車メーカーは，CEPT完全実施への対応を図りつつ，その移
行措置としてのAICOスキームの活用を図っていくことになるものと考えられる。1996年4月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹のAICOスキーム発効直後の1年間，　AICOの適用を受けた企業がいなかったことから，当初，
日本企業を中心としてその失望は大きかった。その後，1998年11月までに自動車部品関連の認
可件数は10件に止まっていたものの，アジア経済危機以降，各国の自動車生産が大幅に落ち込
む中で，生産規模の拡大や海外投資の促進を図るために，その後，1998年12月に2000年末まで
アセアン資本30％の適用条件を時限的に免除することなどの規制緩和の実施により，AICOの
　　　　　　　　　　　　　（48）累計認可件数は32件に増加した。
　しかし，一部の国（マレーシア等）を除いて，2002年にCEPTスケジュールが最終目標に移行
する等，現在アセアンにおいて自由貿易地域構想の実現が近づいており，これに対応してアセ
アン各国で同一モデルを部品の相互供給を通して生産する体制から，一つのモデルを1力国で
㈲　FOURIN『1995・1996アジア自動車産業』11・12頁参照。
㈲　1998年12月に開催されたアセアン首脳会議で経済危機への対応と経済回復・成長を目指して，
　AFTA，　AICOの加速が決定された。なお，　AICOスキームにっいて99年1月から2000年12月まで
　の2年間に限り「アセアン資本30％以上」の適用条件は免除されることになった。FOURIN『1999
　アジア自動車産業』14頁。
（46）FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』，「CEPTスケジュールに関する情報の補足・
　追加」を参照。
㈲　日本貿易振興会『1998ジェトロ白書　世界と日本の直接投資』62頁。
（48）FOURIN『1995・1996アジア自動車産業』9頁。
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表一12　トヨタ自動車のアセアンでの主要自動車部品事業
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?
自動車部品事業体 出資比率 部品（生産開始） 生産能力 備　　考
タイ
Siam　Toyota
lanufacturing
bo，，　Ltd．
トヨタ80％
ｻ地20％
エンジン組み付け，機械加
H，鋳物粗形材 170，000基
●トヨタ，いす∫とのエンジン部品の相互
@補完を2001年末で打ち切る予定。
Toyota　Auto　Body
shailand　Co．，　Ltd．
Toyota　Motor　Thailand
S8 9％，現地51，1％Ll ボディ用プレス部品 n．a．
マニュアルステアリング 150、000基
T＆KAutoparts
トヨタ60％
tMV　Toyota　lO％
?m精工30％
パワーステアリング 160，000基
●売上の9割を，アセアン，台湾，南アフ
@リカへ輸出。
怩Q000年にパワーステアリングの生産能力
@を16万基から20万基に拡大する計画。マ
jュアルステアリングは1992年7月，パ
@ワーステアリング／サスペンションボー
泣Wョイントは1996年9月生産開始。
マレーシア サスペンションボールジョ
Cント 100，000基
Automotive
hndustries
UMV　Toyota　Motor
P00％
エクゾーストシステム，カ
塔Kルーバー，シートフレ
[ム，プレス部品，他
n．a．
●Umw　Toyota　Motorの出資比率は，ト
@ヨタ39％，豊田通商10％，umw　corp．51
@％
インドネシア PT．　Toyota－Astralotor
トヨタ49％
`stra　Internationa151％
7Kガソリンエンジン 120，000基
プレス部品 n，a．
Kijangの7K型エンジンとプレス部品を，フ
Bリピン，台湾，マレーシアへ輸出。7K型
Gンジンは日本へも輸出。エンジンは，1991
Nに生産開始。
Toyota　Autoparts
ohHippines
トヨタ95％，Toyota
lotor　PhilipPines　5％
マニュアルトランスミッシ
㏍唐ﾌ組立 250，000基●マニュアルトランスミッションは1991年，剔ｬジョイントは1997年に生産開始。フィリピン 等速ジョイント 220，000
Toyota　Autoparts
ohilippines
トヨタ自動車25％
O井物産15％，現地60％
ボディ用プレス部品，鋳造
舶i 1．娼トン
●ボディプレス部品の生産能力は年間L48
@トン。
1）その後，2000年4月現在，現地資本出資分の多くがタイ・デンソー（10．5％），タイ・トヨタ通商（10．5％），さくらファイ
　ナンス（10％），東京ファイナンス（10％）に引受けられるところとなった。トヨタ広報への聞き取り。
出所：FOURIN『2000アセアン／台湾自動車部品産業』10頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49＞集中生産する体制へ再編されていく計画もまた進行している。
2）AICOスキームの活用と企業内部品補完体制の構築
　とくに日系自動車メーカーは，AICOスキームを活用して各拠点で生産している量販モデル
の部品補完体制を強化・拡大しつつあるが，このうちAICOを利用して，主力製品の最も多くの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団）部品の相互補完を行っているのが，トヨタ自動車と本田技研である。そこで，以下において両
社のAICO利用による部品補完体制のケースをFOURINの調査データを手掛かりとして紹介す
　　　　　　㈹
ることにする。
　　（1）トヨタ自動車の企業内部品補完体制
　トヨタは，図一3の左に示してあるように，アセアン4の全てに自動車組立生産拠点を設置
し，「カローラ」・「カムリ」・「ハイラックス」「トヨタ・アジア専用多目的車」（TUV：例えば「キ
ジャン」・「レポ」等）およびアジア専用セダン「ソルーナ」などの生産を行っている。こうし
て，各国で同一モデルを組立生産しながら，表一12に見られるように，アセアン4の各国のト
ヨタ自動車の部品生産拠点で主要部品の集中生産を行っている。FOURINのデータによれば，
同社はすでに1999年12月までに主力製品に関する全てでAICOの包括申請を終了し，合計9件
の認可を受けている。
（49）FOURIN『国内自動車調査月報』2000年6月号，5頁。
（50）FOURIN『2000アセアン／台湾自動車部品産業』9頁。
（5D　FOURIN『2000アセアン／台湾自動車部品産業』10～11頁。
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　　　図一3　AICO活用自動車生産拠点と域内での部品相互補完：トヨタ自動車のケース
　　タイToyota　Motor　Thailand
　（生産能力：24万台）
　Hilux　Soluna
　Coro】la　Camry
　マレーシア
Assembly　Service
（生産能力：5万台》
Hi］ux　Uncer
Corol］a　Camry
　インドネシア
Toyota　Astra　Motor
（生産能力：13万台）
Kijang　Soluna
Corolla　Camry
ディーゼルエンジン，プレス
加工パネル．ワイパーモータ
ター，ステアリングホイール，
タピライザー，他
　フィリピン
Toyota　Motor
　Phllippines
（生産能力：6万台）
Revo　Corolla
　Corona
マニュアル／パワーステアリ
ング，ワイパーアーム／ブレ
ード，ECU，エアコン，等速
ヨイント，アンテナ，他
7Kガソリンヱンジン，クラッ
チ，シートアジャスター
　　　ドアフレーム，ウ
ィンドウレギュレーター，他
一AICOを利用した部品補完
出所：FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』10頁。但し，生産能力については，同書，44，62，77，94頁を参照
　　した。
　「カローラ」と「カムリ」の部品については日本と台湾およびオーストラリアからの輸入に
多く依存しているが，「ハイラックス」と「キジャン」（TUV）については，タイとインドネシ
アがKD部品の主力供給拠点となっている。経済危機後，「キジャン」はフィリピン，マレーシ
ア，台湾，インドでも現地組立を開始したことから，インドネシアから，7kガソリンエンジン
などのTUV関連部品を輸出している。またアジア専用セダンとして開発された「ソルーナ」
は，当初はタイのみで生産されていたが，2000年3月からはインドネシアでも生産されること
になり，タイがディーゼル・エンジン，マニュアル・パワーステアリング，インドネシアがガソ
リン・エンジン，フィリピンがトランス・ミッションの製造拠点となっている。
　（2）本田技研工業の企業内部品補完体制
　本田は，トヨタと同様に，図一4の左に示してあるように，アセアン4各国全てに自動車組
立生産拠点を持ち，「シティ」，「シビック」そして「アコード」という主力製品を全ての拠点で
生産している。1999年末までにこの3つの主力製品の部品で6件のAICO認可を受けている。本
田のアセアン拠点は，図一4の右に示すように域内での部品の相互供給を行いながらも台湾，
インド，パキスタンの拠点とも部品の補完体制を構築している。例えば，台湾からアセアンに
「シティ」のプレス部品を供給しながら，台湾に対して，タイから「アコード」のプレス部品，
インドネシアからはプラスチック部品を，フィリピンからはエンジン部品を輸出している。
　本田のアジア戦略車である「シティ」は，マレーシアではバンパー・インパネ，インドネシ
アではインティーク・マニホールド，インドネシアではエンジン・シリンダーブロック，タイ
ではプレス部品が集中生産され，アセアン各国に供給されている。
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　　　図一4　AICO活用自動車生産拠点と域内での部品相互補完：本田技研工業のケース
　　AICOを利用した部品補完
出所：FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』10頁。但し，生産能力については，同書，45，62，77，94頁を参照
　　した。
　こうしたAICOの活用による効率的な部品の供給・調達を目指す企業内部品補完体制を構築
する動きは，完成車メーカーに止まらず，さらに日系自動車部品メーカーにも広がっており，
例えば，デンソーは域内生産拠点ネットワーク化を目指して，95年に初めてフィリピンに生産
拠点を設け，アセアンでは生産してこなかったメーター機器の生産を開始して，域内部品補完
体制を完成させるとともに，生産拠点の生産品目を見直し，集約化させ，例えば，域内3拠点
で重複していたエア・ン生産を96年以降｝まインドネシアエ場喋約化さ認。
　こうした部品の域内調達において，完成車メーカーにとっては競争激化によるコスト削減を
優先させるために，一方部品サプライヤーも量産性確保のために，日本での取引系列をこえた
取引の拡大が近年顕著となっており，アセアン内日系メーカーのオープン・ネットワークを構
築する動きが目立ってきている。
　さらにこの域内部品補完体制は，アセアン域内だけで完結するのではなく，日本や台湾とも
密接なネットワークを構築しつつあり，トヨタ・三菱自工・日産といった完成車メーカーの場
合，アセアンの部品供給拠点として，特に台湾拠点が重要な位置を占めてきている。例えば，
日産において，アジア戦略車として位置付けられてきた「ADリゾート」の部品は，日産の台湾
拠点である祐隆汽車（出資比率：25％）が開発し，アセアンに輸出しているし，タイで生産さ
れる2000年に投入予定の「サニー」の部品もこれまでの日本から部品の半分を輸入していたが，
これを台湾からの調達に切り替えることが予定されている。また祐隆汽車は，2000年3月，日
産のフィリピン拠点（Nissan　Motor　Philippines）に30％出資し，ここをアセアンの日産向け
部品製造・輸出拠点とする方針を打ち出している。また三菱自工の台湾拠点，中華汽車（出資比
率：21．5％一三菱商事分を含む）もトヨタの台湾事業拠点である国瑞汽車（出資比率：グルー
（52）日本貿易振興会『1998ジェトロ白書』前掲書，62頁。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹プで57．7％）もアセアン向け多目的車の供給拠点となっている。
　また逆にアセアンの部品産業が日本の自動車メーカー・部品サプライヤーの「低付加価値」
量産部品のグローバルな輸出拠点にもなりつつあり，ここで生産された部品の日本への逆輸入
の動きも顕在化しつつあることが注目される。例えばトヨタではタイで製造されたディーゼ
ル・エンジンを日本に逆輸入しているし，日産もタイの合弁会社から鍛造・鋳物部品を輸入す
る計画を公表している。また三菱自工もフィリピンの子会社からトランスミッションを輸入す
　　　　　　　　（54る計画を進めている。
　こうして，日系自動車メーカーの完成車メーカーや自動車部品メーカーの企業内部品補完ネ
ットワーク構築の動きは，域内企業内部品供給ネットワークとしてだけではなく，日本の自動
車メーカーの国境を越えた再編に伴い，欧米系企業の域内部品供給ネットワークとも連結され
はずであり，これに域外の台湾・日本を含む東アジア域内ネットワークが連結されることによ
って，こうした東アジア部品補完ネットワークが今後ますます拡充・稠密化されることが予想
される。これは，「市場先行型」地域統合の拡大（＝「実態的な経済的相互依存の深化」）に繋が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55＞るものであり，東アジアの域内貿易の拡大に結び付くものとあろう。
3）アジア経済危機と日系企業の対応
　すでに確認しているように，1997年にタイのバーツの切り下げを契機とするアジア経済危機
は，特に深刻な影響をアセアン自動車業界に及ぼすことになった。
　2000年度の『通商白書』によれば，97年の通貨・経済危機に伴って，東アジアへの直接投資
は，タイや韓国への経営支援のための増資等により一部の国で増加は見られるものの，総じて
低迷している。しかしながら，日系企業の東アジアからの撤退件数は東アジア9力国全体で98
年に合計で174件と進出企業全体の約1．8％に過ぎず，東アジアからの撤退は比較的少ない。ま
た日本銀行の国際収支統計では，97年下期から98年上期までの1年間はネットの直接投資額は
危機以前に比べ増加している。『白書』によれば，これは現地における資金調達難を背景に現地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔56｝企業に対し親企業からの融資や増資による支援が積極的に行われたためであるという。
　さて，アセアン地域の自動車産業の生産能力は，通貨・経済危機前まで自動車販売の持続的な
高成長を見込んで大幅に増強されるところとなった。1995年には，アセアン4で約140万台の生
（53）FOURIN『2000アセアン／台湾自動車部品産業』13頁および106頁。
（54＞　L．Yveline＆SJean－Christophe，　op．cit．，pp．9－11．
（55）通商産業省『通商白書　2000一グローバル経済と日本の進路』大蔵省印刷局，2000年，115頁。
　白書によれば，「東アジア9力国・地域（日本，NIEsおよびASEAN）を域内貿易データを見る
　と，米国への依存が大きかった80年代半ばには25％程度であった域内輸出のシェアは90年代を通
　じて上昇し，アジア経済危機以前には40％近くにまで達した」（同書，116頁）。アセアンをはじめ
　とする東アジアはますます域内地域での経済的な結び付きを強めつつある。
（56）通商産業省編『通商白書　2000一グローバル経済と日本の進路』大蔵省印刷局，2000年，97～99
　頁参照。
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図一5　ASEAN　4における日系現地法人の売上高と従業員数の推移
売上高（円べ一ス）伸び率（対前年同期比）
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出所：通商産業省編『通商白書2000一グローバル経済と日本の進路』大蔵省印刷局，2000年，99頁。
産能力を保持していたが，2000年には200万台，2005年には300万台にも達するという楽観的な
予測に基づいて2000年までにアセアン4全体で100万台弱分の能力増強投資が計画され，実施さ
　　　　　（57）
れつつあった。その直後に通貨・経済危機に襲われ，98年には販売台数は約44万台（前年比7
割減）と激減することになった（しかし，99年にピーク時の5割に回復）ために，アセアン各
国の自動車メーカーはともに深刻な経営不振に陥るところとなった。図一5が示すように，他
の業種に比して，自動車を中心とする輸送機関連の日系現地法人企業は他の業種以上に大幅な
売上高の減少に見舞われるところとなった。経済危機以降の販売減少・在庫拡大のため，生産
調整・雇用調整，あるいは操業停止に踏み切る日系企業が続出した。インドネシアでは，98年
には暴動の影響で操業停止に追い込まれ，また販売不振から週2日か3日の操業にまで追い込
まれる中で，従業員の半数近くが削減され（部品産業はさらにひどく5万人以上の従業員が解
雇），またマレーシアではプロトンやペロドウアといった国民車メーカーでは残業削減等の生産
調整で対応したが，それ以外のメーカーは1年近くの在庫を抱える状況において「97年11月から
98年5月にかけて平均4割の従業員削減，98年4月から6月には3社による2ヶ月程度の工場
　　　　　　　　　（58｝閉鎖」に追い込まれた。またタイでも完成車メーカーでは97年から98年にかけて期間工の解雇，
操業短縮に追い込まれる企業が続出するところとなった。しかし，図一5が示すように，売上高
の削減ほどの雇用面では削減されていない点は注目されて良い。しかも，この経済危機により日
　　　　　　　　　　　　　　ノモ（57）FOURIN『1995・1996アジア自動車産業』2頁。この2000年と2005年の予測値は，ベトナムと
　をはじめ「拡大ASEAN市場」全体規模予測である
（58）FOURIN『1999アジア自動車産業』94・96・116頁参照。
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系メーカーがアセアンから撤退したケースは完成車メーカーではないし，また部品メーカーに
　　　　　　　　　　　　　　　　（59＞おいても大きな動きとはなっていない。むしろ，1）低利融資，増資と出資率引き上げ等の金
融面での支援，2）生産体制維持のために現地工場から日本および世界各国拠点への輸出拡大
およびそれによる稼働率引き上げ政策という2つの側面からの支援が積極的に行われてきた。
　こうして，日系企業は，経済危機に伴う販売不振に大きな打撃を受けながらも，今後のアセ
アン市場の拡大への予測・期待から現地合弁事業への経営支援に積極的に応じ，事業継続を図
っている。しかし，より積極的に，現地国の投資促進策に対応して，戦略的判断から持株所有
比率を高め，少数所有から過半数所有に転換し，経営権を握って本社主導の経営体制を実現し
た上で，これまでの「現地市場」志向型から「グローバル市場」志向型戦略へ転ずる日系企業
がアセアンの日系自動車メーカーにも出現しつつある点が注目される。この点で，経済危機以
降，その生産拠点の位置付けが大きく変化しているのは，タイ自動車産業であるように思われ
る。
4）アジア経済危機とタイの自動車産業
　アジア経済危機以降，東アジア自動車産業において海外の自動車メーカーにとってその戦略
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（60）的重要性が増している国としてタイを挙げることができる。その理由として考えられるのは，
私見によれば，1）タイはアセアンにおいてもっと多くの世界の有力自動車メーカーが進出し
ており，その合計生産能力は100万台弱とマレーシア（約58万台）・インドネシア（約53万台）
の2倍，フィリピン（約28万台）の約3倍に達していること，2）90年代半ば以降，フォード
やGMの進出に合わせて，世界でも指折りの欧米系の部品サプライヤーが進出し，すでに進出し
ている日系部品メーカーと合わせ，アセアン地域の中で最も自動車部品産業の集積が進んでい
ること，3）「IMF処方箋」の実施によって規制緩和が進んで，外資に有利な環境が生まれてい
ることが挙げられる。2）の部品産業の集積の厚みについてみれば，1990年に入って急速に拡
大し，現在，アセアン域内の約1900社余りの主要自動車部品企業の4割はタイに集積しており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6Dマレーシア3割，インドネシア2割，フィリピン1割となっている。しかも，樹脂・鋼板とい
った素材などの裾野産業分野での進出も増加しており，またデルファイ（Delphi），リア（Lear）
等の欧米系部品サプライヤーの進出も98年以降増加し，これらの部品メーカーがタイ拠点を，
日本を含む海外への輸出拠点と位置付け，そのため本国マザー工場の高い水準の経営資源を移
（59）日本の自動車部品企業のアジアでの生産拠点数は，逆に経済危機以降増大しており，96年459拠
　点→97年531拠点→98年577拠点へと拡大している。FOURIN『1999アジア自動車産業』50頁参
　照。
㈹　その理由として岡本氏等の研究グループによれば，1）タイのみがアジアのなかで多数所有が
　可能なこと，2）先行する二輪車の経験が長く，その経験を四輪車に生かせること，3）東南ア
　ジアの中でタイだけが唯一いわゆる国民車がなく，自由競争の展開が期待できること，以上の3
　点を挙げられている。岡本康雄編，前掲書，151頁。
㈹　FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』2頁。
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表一13　タイの主要自動車メーカーに対する日系自動車メーカーの出資比率の変化
出資メーカー 日系メーカー 1996年 2000年 生産能力
トヨタ Toyota　Motor　Thailand59．6％ 85．1％1） 24万台
三菱自工 MMC　Sittipol 48％ 98．27％2） 16万台
本田3） Honda　Cars　Thailand 49％ 97％4） 6万台
マツダ
eord
Auto　Alliance　Thailand　　　45％
iFord：45％）
　　　　＿5）
iFord：48％）
13．5万台
いすゾ Isuzu　Motor　Thailand47．9％ ＿6） 15万台η
日産 Siam　Motors＆Nissan25％ ＿5） 14万台
Siam　Nissan　Automobile25％ ＿5）
注）1）Toyota　Auto　Bodyの15．5％を含む。その他として，サイアム・セメント10％，現地ディーラー2．6％。
　2）MMC　Holdings　52．04％：三菱自工4623％
　3）本田が出資している会社：Bangchan　General　Assembly（出資比率の変化48％→34％）
　4）Asian　Honda　Motorの8．7％を含む
　5）一線は1996年と変わらず
　6）いすs“　47．9％：Tri　Petch　Isuzu（現地資本：98．45％＞46．9％
　7）2003年度26万台を予定。
出所：FOURIN『1995・1996アジア自動車産業』56頁，同『1999アジア自動車産業』74頁および各社広報聞き取りにより作
　　成。
転するようになっている。さらに経済危機以降，急速に規制緩和・自由化が進んでおり，税制
優遇（法人所得税・輸入関税の減免・免除の優遇措置）による輸出促進策や雇用拡大策が導入
されているほか，97年末以降の外資比率規制の緩和による現地企業救済策も導入されている。
その結果，97年10月から98年6月にかけて外資比率を変更した128件のうち，自動車・部品産業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）では増資が46件と全体の36％を占めている。
　例えば，日系自動車生産メーカーでは，表一13に示すように，1996年時点でフォードととも
にすでに株式の大半を握っていたマツダの例（このケースでも，1975年以降のマツダのタイで
の合弁事業拠点【Sukosol＆Mazda　Motor　Industry】を98年7月に閉鎖し，　Auto　Alliance
に生産拠点を集約化している）を除くと，経済危機以降，日産・いす5“以外のトヨタ・三菱・
本田技研が増資に応じ，完全支配権を握ることになったのであり，これにより日本本社の戦略
は完全に貫徹できる体制が生まれたことになる。
　この結果，経済危機直後は，日系自動車メーカーを中心として新工場の建設や能力増強計画
は相次いで凍結または延期されたほか，一部の工場が閉鎖されたものの，Fordがマツダととと
もに，生産の半分を輸出用とするピックアップトラック（Ford“Ranger【乏マツダ「B一シリー
ズ」）の新工場（生産能力：13．5万台）を98年に稼動させたほか，GMも一時凍結していた新工
場建設計画を具体化し，生産の85％を輸出用とする多目的車（GMのドイツ子会社，　Opel“Za－
fira”）の新工場（生産能力：4万台）を稼動させた。またタイの日系各社も一斉に能力増強に
（62）FOURIN『1999アジア自動車産業』68頁。
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図一6　タイの自動車輸出台数と輸出比率およびメーカー別シェア
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　出所：FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』47頁。
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動いており，2003年にはタイの自動車生産能力は，132万台と現在の約100万台よりも大幅に拡
　　　　　　　　　　　　（63）大することが見込まれている。こうした海外メーカーによる能力増強の動きは，アセアンのな
かではタイのみであり，このことは欧米各社を中心として，アセアン自由貿易構想の実現を睨
んでタイをアセアン内の集中生産・輸出拠点化しようとする戦略を示すものであり，タイの自
動車産業の戦略的重要性が一段と高まっている。
　　　　　　　　（6e，タイの自動車市場は，前述したように，90年代に入って急拡大してきたが，その汎用性と経
済性から1トン・ピックアップトラックが大きなシェアを占めてきたことに特徴を見出すこと
ができる。例えば，販売ピーク時の1996年には，全販売台数，58．8万台のうち32．8万台（約56
％）がそれであった。乗用車は，全体の30％弱にあたる17．3万台であった。1990年代半ばに，
本格的なモータリゼーションの到来を睨んで，また韓国車の低価格乗用車の投入にも刺激され
て，日系自動車メーカーは，トヨタの「ソルーナ」（Soluna）や本田の「シティ」（City）などに
代表される，徹底した低コストを実現し，現地調達率も7割を実現した「アジア戦略車」を投
　　　　　　　　　　　（65）入し，大きな関心を集めた。しかし，ほぼ同じ頃，米国に次いで多い1トン・ピックアップト
ラックの販売・生産拠点であるタイをピックアップトラックの集中生産・輸出拠点にする動き
が見られていた。MMC　Sittipol（三菱自工）とAuto　AIIiance（Fordとマツダ）が先行し，タ
（63）FOURIN『2000アセアン・台湾自動車部品産業』44・45頁および同『1999アジア自動車産業』
　75・83頁。
㈹　タイの自動車市場と自動車産業については，丸山恵也編，前掲書，第7章小林英夫著，前掲書，
　第5・6章
（65）丸山恵也・佐護轡・小林英夫編著，前掲書，190頁以下，小林英夫著，前掲書，200頁以下参照。
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表一14　日本の自動車メーカーの世界戦略小型車計画の概要
トヨタ 日産一Renault 本田 三菱一DC スズキーGM
モデル名 ヴィッツ（Yaris）シリ[ズ マーチ
ワールドベーシックカ
[（WBC） Zカー ワゴンR／ワゴンR＋
派生モデ プラッツ（Echo）tァンカーゴ（Yaris
uerso），　bB
キューブ 1車台から3～4車種?J発する計画。
搭載エン
Wン
1，0～1，52GE
｢州では自社製の直噴
ｮDE搭載を検討。
1．0～L32GE
｢州ではPeugeot製1．5
QDE。次期型では
qenault製DE予定。
LO～2．0侶GE
齦舶?ｹによると，
eiat製1．2¢DEの可能
ｫあり。
1．0～1．5重GE
cCがDEを開発予定。
国内では660cc（R），1．
O¢（R＋）。欧州製車は
P3£。
投入時期 ’99年1月（日本） 2002年に新型投入 2001年（日本） 2002年（日本） ’98年10月（日本，現行cfル）
販売地域 日本，欧州，北米，アWアなど 日本，欧州など
日本，欧州（2002年）。
Aジア，南米には2003
N以降。米国（検討中）
日本，欧州。アジアな
ﾇ他地域にも拡大予定。
ｻ代自が開発参加すれ
ﾎ韓国，中国も。
日本，欧州
生産国
i計画含
ﾞ）
日本，フランス，ブラ
Wル，中国，台湾，ア
Zアン
日本，英国（ポンドレ
[トによっては欧州大
､の可能性あり）
日本，英国，アジア，
uラジル
日本，オランダ，アジ
A，ブラジル，
日本，ハンガリー，イ
塔h，中国
生産規模
’99年国内生産は3シ
梶[ズ計49．5万台（う
ｿ輸出225万台）。世界
ﾅ70万台規模と予想さ
黷驕B
実績は日産側40万台規
ﾍRenault側ユ00万台規
ﾍ
世界30万台計画
世界50～60万台（現代
ｩ加わわれば75～100
恆艨j
’99年の国内生産は両
cfル計27万台。
nンガリー，中印含め
驍ﾆ60万台規模が予想
ｳれる。
備　　考
中国，台湾，アセアン
ﾅは，プラッツより一
?闡蛯ｫいセダンとな
驕B
次期マーチはRenault
blioと車台を共通化す
骭v画。
アジァ戦略車のシティ
ﾍ，シビツクベースか
轤vBCべ一スに切り
ﾖえられる予定。
欧州ではNedCarで生
Yし，三菱，Smart両ブ
宴塔hで販売する計画。
スズキ・GMで共同開
ｭしたYGM－1の派生
ﾔを世界各国で製販す
骭v画もある。
出所：FOURIN『国内自動車調査月報』，2000年6月（第15号），2頁。
イで生産されるピックアップトラックを欧州・中南米・豪州などに輸出している。
　こうした動きは，経済危機以降，国内需要の低迷で稼働率に苦しむ日系自動車メーカーに大
きく広がりつつあり，こうしたメーカーでは特にオーストラリア・ニュージーランド向けに輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）出を拡大させ，99年には12．6万台に達しており，2000年には18．2万台が予定されている。その
ため96年に僅か2．5％であった輸出比率は，図一6が示すように，99年には12．6％にまで達して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔67）いる。その後，90年代に注目されてきたアジア戦略車の限界が指摘されるようになっており，
代わって日系メーカー各社は世界戦略小型車をグローバルなべ一スで投入しようとしており
（表一14），これをタイにも投入することが打ち出されている。これらは，本田の「シビック」
（30万台）を除けば，いずれも1つのモデルで世界的レベルで70万台を超える極めて大きな量
産性を持つモデルとなり，そのコスト削減効果は大きい。例えば，トヨタは，すでにアジア戦
略車として投入された「ソルーナ」をインドネシア拠点に集約し，世界戦略車である「ヴィッ
（66）　『日本経済新聞』2000年2月7日。
㈹　鳴り物入りで市場投入されたアジア戦略車であるが，その後，経済危機に直撃されたとはいえ，
　アジア戦略車の限界が指摘されており（FOURIN『国内　自動車調査月報』前掲書，2頁），必ず
　しも成功したとは言いがたい。アセアンではセダンを購入できる層は限られた一部の高所得者層
　であり，アジア地域限定の低価格車は，こうした高所得者層のニーズとギャップがあったものと
　考えられる。また，経済危機後明らかになったことは，このアジア戦略が徹底したコスト削減と
　現地市場向け仕様（例えばヒータがない）の結果，輸出できないことであり，これが国内市場の
　低迷により稼働率の低下に苦しむところとなった原因の一・一一・つでもあった。
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ツ」をべ一スとした小型セダン（排気量1300cc）を2002年以降タイ拠点で集中生産し，しかも
トヨタの海外拠点では初めて100％の現地調達率を達成し，為替リスクの回避と生産コストの削
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（58）減を目指すという極めて野心的な計画をすでに発表している。これまで各国で部品の相互補完
を行いながらも同一モデルを生産する体制からある特定国で一つのモデルを生産する動きは，
ASEAN自由貿易構想の実現を睨んで進められており，また今後，アセアン域内での完成車の輸
出入の関税率が引き下げられるならば，アセアン各国の自動車産業間の競争は一層激化するこ
とが予想される。そうした状況では，今後，日本車と競合モデルの多いマレーシアの国民車メ
ーカーが，最も大きな影響を受けることが予想され，この点で政府の保護・優遇措置によって順
調に生産・販売を拡大してきたとはいえ，その真の国際競争力が問われることになるであろう。
V．中国の乗用車市場の発展と自動車産業
　中国経済は，90年代に入って上海等の沿海部を中心として10％を越える驚異的な成長を遂げ
てきたものの，94年以降契機の拡大テンポは鈍化しており，99年にはデフレ傾向を強めている
　　　　　　〔69｝
と言われている。しかし，それでも，実質GDP成長率は，アジア通貨・経済危機後も減速して
いるとはいえ，98年の8．8％，99年には7．8％，99年には7．1％と持続的に拡大していることに変
わりはない。
　こうした経済発展を背景として，中国の自動車生産台数も順調に拡大しており，中国自動車
産業は，生産台数べ一スで，すでに東アジアで韓国に次ぐ生産規模に達している（表一3参
照）。さらに国の「豊かさ」のシンボルと言える「乗用車」の生産規模も，持続的な拡大を続け
ており，1990年の4．2万台から98年には50．8万台と十倍以上に拡大している。
　すでに，中国政府は，80年代半ばに乗用車生産拠点を集中的に育成するために「三大・三小・
二微」の8メーカー（グループ）を指定し，最低生産規模15万台以上の生産能力整備に取り組
んできたが，90年代末までに上海VW（上海汽車グループ）が年30万台を整備し，一汽VW（第
一汽車グループ），神龍汽車（東風汽車グループ），天津夏利汽車（天津汽車グループ），長安汽
車（北方工業グループ）が15万台規模の乗用車生産能力を実現し，ここに5大乗用車メーカー
　　　　　　　　　　（了①が出現することになった。こうした乗用車生産は，本体の国有企業の経営とは切り離して，い
ずれも外国資本との合弁事業（但し，「夏利（シャレード）」の生産を行う「天津夏利」はダイ
ハツからの技術供与），従ってまた外国資本・技術の導入を図りながら展開されている（表一6
参照）。こうした主要乗用車生産プロジェクトは，一汽VWのケース（VW・AUDIの出資比率合
計40％）を除いて，上海VW，上海GM，天津トヨタ，広州本田のケースでは対等出資（50％）
㈹　　『朝日新聞』2000年6月17日および『日本経済新聞』8月18日。なお，トヨタがタイで生産さ
　れる低価格の世界戦略小型車は，同じ時期に，中国（天津汽車との合弁事業）および台湾（国瑞
　汽車）でも生産される。
（69）経済企画庁調査課『アジア経済　2000』前掲書，136頁。
（70）FOURIN『1999アジア自動車産業』198頁。
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となっており，各海外メーカーの連結決算の対象に含まれることになる上，重要事項について
も拒否権を行使できるなど海外メーカーの発言権は大きい。今後，中国の乗用車生産は，こう
した海外の有力メーカーと手を組んだ5大メーカーを中心として発展する可能性が高い。
　ところで，1995年に発表された「中国自動車工業第9次五ヵ年計画」では2010年に国民経済
の「支柱産業」となることを目指して，2000年までに乗用車の生産能力を150万台に拡大するこ
とが盛り込まれていた。この計画は「楽観的過ぎ」，「現実的ではない」として，その後，政府
の政策目標は，「三大戦役」と呼ばれる「製品品質の改善」・「産業構造の改革（国有企業改革）」・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹「技術開発力の獲得」といった「質」の改善・重視に戦略転換してきたと言われている。
　こうした産業政策の転換は，2001年内に予定されているWTOの加盟による国際競争力の強
化という最重要課題を睨んでのものと考えられる。とりわけ，例えば，WTO加盟による完成車
輸入関税の引下げ（3千cc．以下で80％の現行関税率は2年後には40％，さらに2006年には25％
にまで下がる見通し）と輸入数量制限の撤廃（2005年）によって，中国の乗用車メーカーは自
国の他の競合乗用車メーカーとだけではなく，海外の輸入乗用車との厳しい国際競争に晒され
　　　　　　　　　　　　　（72）ることが予想されるためである。
　これまで中国の乗用車需要は公共需要を中心としてきた。1995年でも，公用車（官庁・企業）
需要は64％を占め，タクシー需要が21％，タクシー以外の民間需要は15％であった。しかし，
近年，政府は国有企業改革を加速させており，その一環として公用車制度も見直しが進んでお
り，公共需要の割合は急速に減少している。1998年に公用車の割合は49％，タクシー需要は25
　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）％，そして民間需要は26％となっている。こうした民間需要へのシフトは大きな流れになって
いくものと考えられる。確かに中国政府は，近年，産業政策の重点を家庭用乗用車中心の産業
育成構想から住宅産業育成へ大きく転換し始めていると言われるが，しかし，今後も引き続き
高い経済成長を背景とする国民所得の上昇は，中国市場でのモータリゼーションの可能性を高
めている。「ここ数年，中国の都市部の一人当たり平均可処分所得は，過去十年間で4倍以上に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹増加し，……最新のデータによれば，全人口の1％（約1250万人）が20万元以上の年収を得て」
おり，こうした沿海部を中心とした民間企業の経営者や外資系企業勤務者らの高所得層からモ
ータリゼーションが進展しようとしている。また，1998年に中国政府は，自動車ローンを解禁
しており，さらに高速道路といったインフラ整備を急速に押し進めていることも，乗用車の民
間への普及を後押しするものと考えられる。現に，個人の車の所有比率も91年の15．8％（96万
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）台）が98年には32．1％（424万台）へと急増している。
　このことが，日・米・欧の有力自動車企業が「21世紀のグローバル戦略に欠かせない市場」と
（7D　FOURIN『1999中国自動車産業』8～23頁参照。
（72）　『日本経済新聞』2000年6月5日。
（73）FOURIN『1999中国自動車産業』，58頁。
㈹　　『日本経済新聞』2000年8月19日。
（75）　『朝日新聞』2000年1月28日。
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して注目する背景にある。すでに述べたように，ドイツのVWは，80年代中葉よりすでに中国乗
用車市場の発展性に注目し，対アジア戦略の中心を中国市場に置いて集中的に経営資源を投入
してきた結果，「サンタナ」シリーズや「ジェッタ」で現在，中国の乗用車市場で圧倒的な市場
シェアを確保している。
　しかし，ここにきて，本田が広州汽車との合弁事業（「広州本田汽車」）で「アコード」（国産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価）化率　約45％）を本格生産し（年間生産能力：3万台），またGMが上海汽車との合弁会社（「上
海通用会社」）（年間生産能力：10万台：うち5万台分は輸出仕様車の生産）で「ビュィック」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹の生産（国産化率　約69％）を開始しており，さらにトヨタも天津汽車との合弁認可を受け天
津トヨタ自動車を設立し，2002年から世界戦略小型車の「ヴィッツ」と車台を共有するトヨタ・
ブランドの新型車を年3万台規模で生産し，さらにこれまでダイハツイが技術供与していた「夏
利」のモデル・チェンジをダイハツに代わってトヨタの技術支援で実施し，2001年から生産する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（78）など，これまで出遅れていた日・米自動車メーカーが本格的な中国進出に取り組んでいる。これ
に対して，VWもこうした動きに対抗して，「アコード」や「ビュィック」に対抗して価格帯で
競合する「パサート（Passat）」を上海VWから99年に販売し，またトヨタの小型車に対抗する新
型小型車（「ルポ（Rupo）」べ一ス車）を一汽VWより2002年に投入することになっており，中国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（79）の乗用車販売市場の競争は一層熾烈化することが予想される。
（76）　『日本経済新聞』2000年7月5日。なお，同記事によれば，広州本田は1999年より生産を開始
　し，年間3万台ペースで生産しているが，販売が好調で現在2．5万台の受注残があり，そのため2001
　年秋より5万台に増産することとなった。
（77）FOURIN『1999中国自動車産業』99・100頁。
（78）　『日本経済新聞』2000年5月30日。
（79）FOURIN『1999中国自動車産業』172・173頁。なお，「アコード」（約30万元）や「ビュィック」
　（35万元）に対抗する車種は，「一汽AUDI」4気筒で約35万元（6気筒は42・3万元であり，「パ
　サート」は約26万元である。しかし，「アコード」は都市部で定価の2割のプレミアムまでついて
　いるほど人気が高いと言われている。
　　「シャレード」は約6万元であるが，1000～1300cc．でサイズは小さく，タクシー需要として
　は「サンタナ」には敵わない。但し，こうした合弁プロジェクトは，地方政府の後押しによると
　ころが大きいため，タクシー需要では地方政府の意向が大きい（というのも，タクシー需要の場
　合には，地方政府が統括しており，地方で生産された乗用車を優先採用するケースが多いと言わ
　れている）。
　　「サンタナ」は普通クラスで約11万元で，「サンタナ2000」で約16万元でいずれも1800cc．であ
　り（FOURIN『1999中国自動車産業』71頁），販売競争でVWの苦戦が伝えられている（『日本経
　済新聞』5月30日解説記事）が，中国事業進出から15年の経験を有するVWグループの競争優位性
　は，今後，海外メーカーとの競争においても簡単に崩れるとは思われない。ごく最近，VWは，中
　国がWTOに加盟して合弁会社の完全子会社化が可能になり次第，　VW上海の完全子会社化を計画
　していることを公表している（『日本経済新聞』2000年9月4日夕刊）。
　　ごく最近，中国自動車産業を対象とした包括的研究として上梓された，丸山恵也先生退職記念
　論文編集委員会編『中国自動車産業の発展と技術移転』つげ書房新社，2001年は，その歴史的発
　展，技術移転の内容，一汽集団をはじめ中国自動車メーカーの戦略，製品開発等の詳細な実証研
　究を行なっている。
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W．おわりに一束アジア自動車産業の構造転換の意味と課題一
　以上において，本稿は，1997年・98年のアジア経済危機に伴う東アジア自動車産業の構造転
換について，事実の整理に努めてきた。こうした検討を通して，以下の点について確認しえた。
　第1に，この経済危機により，東アジア自動車産業は，とりわけ「通貨危機国」において深
刻な販売不振に陥った結果，大幅に稼働率が落ち込んだのであり，その結果，生産調整・雇用
調整に追い込まれ，一部では工場の閉鎖という事態にまで深刻化した。その後，販売・生産台
数ともに99年以降少しずつ持ち直し始めており，明るい兆しが現れている。従って，東アジァ
経済の今後の経済発展と歩調を合わせ，自動車産業もまた高い成長軌道に乗る可能性が高いが，
生産能力と販売台数とのギャップは依然として大きく，慢性的ともいえる過剰設備の存在は，
後で述べる企業間競争の激化によって，「体力的に弱い」小規模メーカーに対して市場からの退
出を強制的に迫っていくことになるように思われる。しかし，同時に，アジア経済危機は，こ
うした量的変動の面だけではなく，東アジア自動車産業に対して，経済危機以前とは大きく異
なる質的な構造変化をもたらすことになった。
　第2に，こうした質的構造変化は，何よりも韓国・日本において，欧米自動車メーカーのプ
レゼンスが危機前に比べ，明らかに高まっていることに現れている。その意味するところは，
確かに，欧米メーカーの日・韓の自動車メーカーに対するM＆A（資本提携を含む）の狙いが，
とくに日本メーカーが持つ「小型車」の生産・開発技術の確保・習得にあることは確かであるに
せよ，経済危機に直面したとはいえ，21世紀に高い成長が見込まれる東アジアへの進出の大き
な足掛かりを得るという一層大きな戦略的判断があるようにも思われる。この経済危機に伴う
株式市場の低迷や財務的脆弱性を利用して，欧米メーカーは経済危機以前よりもずっと低いコ
ストで日韓両国における協力パートナーを確保したのである。こうした資本提携や買収によっ
て，日韓両国の生産拠点を活用できる以外に，こうしたパートナーが持つ東アジアの生産・販売
ネットワークをも同時に活用できるというメリットも今後，東アジア経済の「復活」とともに
ますます大きな意味を持ってくるであろう。従って，今後，欧米自動車メーカーは，日本と韓
国の拠点の確保により，両国でのプレゼンスを高めると同時に，この東アジア・ネットワーク
を最大限活用して，積極的なアジア進出を図ってくることが予想される。
　第3に，アセアン諸国において，とりわけ，「通貨危機国」を中心として，構造改革が強力に
推進されており，政府による保護措置の縮小と自由化の加速の動きが見られる。今後，WTO体
制と連動した，その意味では「開かれた地域主義」ともなるアセアン自由貿易構想の実現が視
野に入ってきている。この点で，特にこれまで政府の保護・育成に支えられ発展してきたアセ
アン地域の自動車産業は「自立化」を求められ，激しい国際競争に晒されることが予想される。
こうした「優勝劣敗」のグローバルな市場競争の激化によって，こうした国際競争力を持たな
186　　　　　　　　　　　　　『明大商学論叢』第83巻第3号　　　　　　　　　　　　（186）
いメーカーは脱落していくことになるであろう。こうした競争による淘汰・再編は，アセアンだ
けではなく，例えば，WTOへの加盟による競争力の確保が大きな課題となっている台湾・中国
においても大規模に起こってくるであろう。台湾・中国とも，その市場規模からすれば，自動車
メーカーの数は多すぎるのであって，激しい市場競争に晒される自動車メーカーは，海外の有
力パートナーを見つけられない限り，この激しい市場競争に生き残るために必要な競争優位性
を獲得することは極めて困難であると考えられる。この点では，この東アジアでのグローバリ
ズムの進展は，東アジア自動車産業に対する先進国多国籍自動車メーカーによる支配を確立す
るものとなろう。
　第4に，とくにタイの自動車産業において，大きな構造的・質的変化が生じており，外資の
影響力が格段に強くなっていることを確認することができた。海外自動車メーカーは，AFTA
構想の実現を睨んでタイの生産拠点をアセアンの集中生産・輸出拠点にしようとする動きを強
めており，タイの自動車産業は，経済危機後，逆に，危機前以上に国際競争力を持ちうる産業
として姿を表しつつある。というのも，海外有力自動車メーカーは，タイの現地会社の完全支
配権・経営主導権を確保したことから，優れた経営資源の移転を本格的に進め，輸出競争力・
高い競争優位性を持ちうる会社を育成しようとしているからである。しかし，その裏返しとし
て，タイの有力自動車メーカーは危機後，結局海外の有力自動車メーカーにより事実上支配さ
れることになったのであり，まさにタイ自動車産業で「ウィンブルドン現象」が起きているこ
とも見逃されえない。当初，アセアン自由貿易協定の狙いは，域内貿易の拡大による自国の民
族系主導の企業・産業の国際競争力の強化にあったものと考えられるが，その後の経済危機後の
グローバル化の進展は，先進国多国籍企業の圧倒的優位・支配の確立をもたらすことになった。
　第5に，中国において，WTOの加盟を目前に控えて，自動車生産の分野でも外国資本と技術
の積極的な活用による国際競争力の強化が目指されている。そのために，海外の有力自動車メ
ーカーとの合弁事業を軸に自動車産業が発展しつつある。また海外メーカーも，とくに沿海部を
中心とした国民所得の増加とモータリゼーションの進展可能性，それに伴う乗用車市場の一層
の拡大予想，12億の人口の1％でも1千万という潜在的市場規模から，全力を挙げて中国市場
に足掛かりをつかもうとしており，ほとんどの有力メーカーが中国企業との合弁事業をすでに
展開しているか，展開しようとしている。しかし，これによって，逆に市場原理による集約化・
国有自動車企業の整理・淘汰が進められようとしている。というのも，ここでも海外有力メーカ
ーとの資本・技術面での協力を確保し，競争優位性を実現した企業とそうでない企業との競争
力の格差が次第に開き始めているからである。しかしまた，競争優位性の高い経営資源の移転
が進めば進むほど，海外パートナーに依存した競争優位性は，中国自動車企業の自立性の確保
を困難にしていく可能性が高いように思われる。
　以上のように，今後，東アジア自動車産業は，ますます日・欧・米の有力自動車メーカーの支
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配の下に，その大きな発展を遂げていくことになると思われる。
　しかし，この主要9力国だけで人口17億の人口をもつ東アジア地域で本格的なモータリゼー
ションが起こった時に，現在でも都市渋滞や大気汚染で苦しむ東アジアはさらに一層深刻な問
題に直面することになるであろう。「市場原理主義」だけでは，こうした問題の解決は困難であ
るばかりか，一層悪化することを，高度成長期を通じて我々の生活を脅かしてきた公害問題等，
モータリゼーションに伴うさまざまな諸問題に直面してきた我々の経験からすでに知っている。
この我々の経験が何よりもこの東アジアの地で生かされなければならない。そのためには，自
動車産業の発展を「経済」の論理，「市場主義」の論理に委ねるのではなく，社会・環境といっ
た「非経済」の論理に基づく，「経済」や「市場」に対する規制の強化が求められている。
　確かに，経済危機以降，この「市場至上主義」・「経済の論理」がこの東アジアを覆い尽くす中
で，国際競争力の確保，そのためのコスト削減と一層の効率性・生産性の達成が東アジアでの大
きなスローガンになっている。まさに先進工業諸国が歩んできた「工業化社会」の論理がこの
東アジアを席巻しているといっても過言ではない。こうした「経済の論理」・「工業化社会」の
論理では，今後，この東アジアでも「持続可能な成長」を遂げることは困難であろう。一方で
の「豊かさ」へのあこがれと他方での「人間らしい暮らし」との調和をどう図っていくのかが
問われている。何よりも，グローバリゼーションの進展や「市場原理主義」・「物質主義」の蔓
延による失業・社会的不平等，環境問題等，さまざまな矛盾や弊害を取り除く努力が求められ
ているように思われる。
〔本稿は，堀中　浩商学部教授を研究代表者とする文部省科学研究費（C）②「アジアにおけるグ
ローバリズムとリージョナリズム」（課題番号：10630059）による助成を受けて行われた研究成
果の一部である〕
